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（午前１０時００分開議）

○委員長（出合孝司君） おはようございます。

ただいまの出席委員は全員であります。これより本日の委員会を開きます。

────────────────────────────────────────

○委員長（出合孝司君） 本日の会議録署名委員は、第１日目に指名のとおりであります。

────────────────────────────────────────

○委員長（出合孝司君） ここで副委員長と交代いたします。

○副委員長（国忠崇史君） それでは、改めましておはようございます。

それでは、昨日に引き続き決算審査を続行いたします。

第３款民生費について質疑を行います。第１項社会福祉費について御発言ございませんか。

渡辺英次委員。

○委員（渡辺英次君） 社会福祉費ということで、桜丘荘運営事業、そしてコスモス苑の管理運営

事業についてということで、幾つか確認を含めて質問させていただきたいと思います。

桜丘とコスモス苑に関しては、これまでも、この議場でいろいろ議論されてきまして、平成

26年度から指定管理制度を導入したということで、１年目の実績等々をお示しいただきたいと

思います。

そこで、まず、当初直営でやっていたときの定員数と利用者の数があったと思うんですけれ

ども、それに対して26年度指定管理後、定員数と利用者の数はどのようになっていたかお知ら

せください。

○副委員長（国忠崇史君） 大懸福祉課主査。

○福祉課主査（大懸保司君） お答えいたします。

指定管理前と後の定員数の状況につきましては、桜丘荘全体では施設入所の定員は100人、

また、そのうち外部からの介護サービスの提供を受けることができる特定施設入居者生活介護

の定員についても30人と変更はございませんが、通所介護の利用定員については15人から20人

へと増員となっております。コスモス苑は施設入所の定員70人に加え、短期入所生活介護の定

員10人で変更はない状況です。

利用者の人数につきましては、いずれも年間延べ人数ですが、桜丘荘では入所者の退所など

により生じる空き部屋を極力なくすよう迅速な受け入れを行っていただいたことで、施設入所

が３万5,506人から３万5,971人に増加し、うち特定施設入居者生活介護についても9,876人か

ら１万1,077人に増加しており、通所介護におきましても2,852人から2,931人に増加したとこ

ろです。コスモス苑においては、入所された方がすぐに入院となるなどの事案が多く発生し入

所稼働率が低下したことにより、施設入所者が２万4,203人から２万2,649人に減少し、短期入

所生活介護においては、４月に施設内でインフルエンザが流行したことにより１カ月ほど休止

したことなどから、2,446人から1,363人に減少したところです。

以上です。
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○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、わかりました。

基本的にはそんなに定員数も変わらずやっていたということで理解してよろしいのかなと考

えております。

それで、実際にその利用されている方も26年度以前から継続して利用されている方多いと思

うんですけれども、実際指定管理になった後に、直営でやっていたときと比べて、例えばサー

ビスの質がよくなったか、悪くなったかとか、その他もろもろ、何かそういうお話というか、

声というのは役所のほうに届いているんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 大懸主査。

○福祉課主査（大懸保司君） お答えいたします。

桜丘荘、コスモス苑、ともに指定管理後１年を経過した状況でのアンケート調査を本年４月

に実施しております。桜丘荘については、本年４月１日現在の入所者100人に対し調査を行っ

たところ、97人の利用者から回答をいただいたところです。結果としては、指定管理になって

も以前と変わっていないと答えた方が約９割を占めており、施設運営やサービス内容について

は、約７割の方から満足しているとの回答をいただいたところです。

コスモス苑については、本年３月に入所者68人の御家族を対象にアンケート用紙を送付し、

回収は30件、率にして44％の方から回答をいただいたところです。結果としては、約６割の方

が指定管理になってよくなったと回答をされており、施設運営やサービス内容については、約

76％の方から満足しているとの回答をいただいたところです。

また、平成26年度から桜丘荘担当の介護相談員２人とコスモス苑担当の介護相談員３人を委

嘱しまして、入所者の皆さんとお話しするため月１回の各施設への訪問をお願いしているほか、

市民の声ボックスや御意見箱を設置し入所者からの要望等をお聞きする取り組みを行っていま

すが、現在のところ改善要望等についての御意見等はお聞きしていないところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） ちょっと今の御答弁で確認なんですけれども、その相談員と言われていた

のは、市のほうで配置している担当職という立場の人のことになりますか。

○副委員長（国忠崇史君） 川村保健福祉部長。

○保健福祉部長（川村慶輔君） お答えいたします。

介護相談員というのは、一般の市民の方に専門の介護相談員研修を受けていただいて、施設

等をめぐりながら入所者さん、利用者さんのお声を聞く中で改善すべき点は改善するというよ

うな情報を市にいただくというような、そういった役目を果たしていただいている方です。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） すみません、聞き漏らしたようですが、介護相談員ということですね、理
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解しました。

それで、ちょっと今話が出たのでお聞きしたいんですけれども、平成25年の第４回定例会で

質問させていただいたときに、いろいろこの後質問させていただくんですけれども、いろいろ

指定管理に移行するに当たっての制度等々できたんですけれども、その中の答弁で、窓口業務

としての担当職を配置するという御答弁いただいていたんですよね。それで、多分今もいらっ

しゃると思うんですけれども、事務方のことを言われているのかなと思うんですけれども、そ

の担当職員の配置というのは今後も続けていく予定はあるんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 川村部長。

○保健福祉部長（川村慶輔君） 今の御質問なんですけれども、福祉課の窓口においての相談担当

ということで、それについては今もきちっと配置をしております。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） わかりました。ありがとうございます。

それで、実際、今アンケートの調査を見ますと、ほぼほぼ、大多数の方が変わらない、もし

くは満足だということで非常に安心しているところなんですけれども、今度質問をちょっと変

えまして、実際、その中身の収支の決算状況というのはどういうふうになっているかお知らせ

ください。

○副委員長（国忠崇史君） 大懸主査。

○福祉課主査（大懸保司君） お答えいたします。

まず、桜丘荘の収支決算状況についてですが、収入については、入所措置費及び介護サービ

ス事業収入のほか、年次収支計画書に基づく指定管理料3,299万5,000円及び市から指定管理者

側に移行した職員に対する人件費激変緩和額898万5,000円を含め２億5,855万3,473円となり、

支出においては、人件費激変緩和額を含め２億5,403万5,631円となり、差し引き451万7,842円

の剰余金が生じたところです。

続いて、コスモス苑については、収入については指定管理料を発生しておりませんが、介護

保険事業収入のほか、市から指定管理者側に移行した職員に対する人件費激変緩和額1,644万

1,000円を含め２億6,975万5,834円となり、支出においては、人件費激変緩和額を含め２億

6,663万4,809円となり、差し引き312万1,025円が剰余金となったところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、ありがとうございます。

今、御答弁あったとおり、桜丘荘に関しては指定管理料が当初3,300万見ていたところが、

3,299万5,000円という指定管理料あるということですね。それと、３年間の激変緩和というこ

とで、嘱託職員と非常勤の方だと思うんですよね。その分の一応交付金という形で898万5,000

円出しているということですね。ということは、このまま27年度もたしか500万ぐらい、510万

7,000円が激変緩和で今年度、27年度ついておりますので、最終28年度はもっと減る、最終年



－69－

度ということですね、わかりました。

それと、市からの派遣職員ですね、派遣職員ということで今７名の、桜丘で言うと７名とい

うことで6,019万1,000円出しますね。この辺、例えば今後戻られる方もいるかもしれないし、

そのまま残る方もいるかもしれないですよね。たしか25年の僕予算委員会のほうで質問したと

きに、そのときの聞き取り調査では、正職員の方で約３割、そして非常勤、嘱託職員の方で約

８割はそのまま残って移籍するというアンケート調査があったと思うんですけれども、これで

すね、今現在でどのような、アンケートというか、どのような何か変化はあったんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 大懸主査。

○福祉課主査（大懸保司君） お答えいたします。

まず、桜丘荘の職員の状況についてですが、指定管理以前の桜丘荘の職員総数は36人であり

ましたが、指定管理移行時において、移行前の市職員12人のうち７人が派遣職員に、嘱託、非

常勤職員24人のうち５人が退職し、14人が三愛会、５人が調理部門である日清医療食品へそれ

ぞれ身分移行となり、新たに三愛会職員９人、日清医療食品職員４人が配置され、桜丘荘職員

30人と調理部門職員９人の合わせて39人の職員配置でありました。 その後、平成26年10月に、

三愛会職員として事務職が１人増員され、26年度末では桜丘荘職員31人と調理部門職員９人の

合わせて40人の職員配置となったところであります。

次に、コスモス苑の職員の状況についてですが、指定管理以前のコスモス苑の職員総数は58

人でありましたが、指定管理移行時において、市職員13人のうち８人が派遣職員に、嘱託、非

常勤職員45人のうち５人が退職、32人が三愛会、８人が調理部門である日清医療食品へ身分移

行となり、新たに三愛会職員11人、日清医療食品職員１人が配置され、コスモス苑職員51人と

調理部門職員９人の合わせて60人の職員配置となったところです。その後、平成26年度末まで

に三愛会移行職員３人及び日清医療食品移行職員１人が退職となりましたが、三愛会職員５人、

日清医療食品職員１人がそれぞれ増員され、26年度末では、コスモス苑職員53人と調理部門職

員９人の合わせて62人の職員配置となったところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 田中保健福祉部次長。

○保健福祉部次長（田中寿幸君） 大変申しわけございません。今、派遣されている職員の意向と

いう、今現在の御意向という御質問だったと思うんですけれども、ちょっと資料等ないもので

すから、意向調査等々について、また追ってお知らせしたいと思います。すみません、申しわ

けありません。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） 意向調査というのは、一応年度ごとに続けて、継続してやってはいるんで

したか。

○副委員長（国忠崇史君） 川村部長。

○保健福祉部長（川村慶輔君） 指定管理移行の際にも、派遣職員や正職員の三愛会に残って働い
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ていただけるかどうかという意向の確認はさせていただいております。その結果が今渡辺委員

が言われたような数値になっておりますけれども、これについては、毎年度残っている派遣職

員については、次年度も残って介護施設等で従事していただけるかの同意をいただきながら継

続した勤務にもついていただいているというところであります。

ただ、施設等の事情等もありまして、施設の職員配置の事情といいますか、派遣職員をカバ

ーできる職員が確保できたというような状況の中にあっては、その派遣職員の意向も聞きなが

ら派遣を取り消して一般事務職につくというような形もとっているところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、すみません、ありがとうございます。

要するに、今派遣で行っている職員の方が満期で３年間いた後に、多分戻られる方も結構多

いのかなと予測はしているんですよね。そうなったときに、今、市のほうで職員費ということ

で出していますけれども、今度、例えば戻られたとなったときに、やっぱり穴埋めをするのに

三愛さんのほうで人を雇用するわけですよね。そうなったときに、収支決算的に結構、今ほど

ゆとりがなくなるのかなという気がするので、その辺をちょっと心配したという意味だったん

ですけれども、とりあえず、今の現段階ではわかりました。

それで、そういったことも含めた中で、指定管理者と契約を結ぶときに、いろいろ条件とい

うか、約束事があったと思うんですけれども、実際、１年間運営してみて、指定管理者側から、

これはちょっとこうしてほしいなとか、もしくはこういうふうにすると改善できるよというよ

うな何か市と受託側との協議というか、そういうのは何かございましたか。

○副委員長（国忠崇史君） 田中次長。

○保健福祉部次長（田中寿幸君） お答えいたします。

指定管理者との契約におきましては、市からの要求水準書に基づきまして、基本協定を取り

交わしております。これに基づいて、毎年指定管理者からの年次計画に基づく協定を取り交わ

し管理運営を行っていただいているところでありまして、現在、市担当者と両施設の連絡調整

等は随時行っておりますが、また、月に１回は市の両施設の施設長及び生活相談員と定例会議

を開催しまして、施設運営に係る全般についての情報交換を行っておりますけれども、現在の

ところ、基本協定の内容等の変更が必要な事案というのは発生していないところであります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、ありがとうございます。

指定管理に移行するに当たって、この議会でも相当いろいろお話し合いをしてきたんですけ

れども、何せ一番はやはり、健全運営という部分と、あと利用サービスの低下がないようにと

いうことなので、もし実際に指定管理者がやられてみて、変更したほうがよい等々のことがあ

れば、今お話しいただいたように、随時改善できるものは改善していきながら、あと、その収
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支に関しても、結局また、例えば赤字になってしまったとなると、またいろいろ利用者の方に

も負担かかるかもしれないですし、いろいろ、また問題生じると思いますので、ぜひ２年目入

っていますけれども、今後、ちょうど３年後、職員がこちらにもしかしたら戻られるという時

期に、またいろいろ新たな問題等出るかもしれないので、その辺、ぜひ管理者としてやってい

ただければよい施設運営になるかなと思います。

この質問に関してはこれで終わります。

○副委員長（国忠崇史君） 社会福祉費について、そのほかに御発言ございませんか。松ヶ平哲幸

委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 私も桜丘荘管理運営事業とコスモス苑管理運営事業のことで、今、渡辺

委員がおっしゃった、質問された内容に重複しないような形の中で何点か質問させていただき

たいと思いますので、お願いいたします。

今の答弁の中で、桜丘荘にあっては451万7,000円と、コスモス苑にあっては312万1,000円と

いう、いわゆる剰余金が出たということなんですけれども、26年度予算で、この２つの施設、

桜丘荘はナースコール設備更新、ボイラーの取りかえ等々で3,500万、コスモス苑は屋上の防

水改修含めて2,600万、それぞれ施設改修で予算をつけてやっているんですけれども、この26

年度指定管理となって、その指定管理者がみずから行ったという修理、修繕、改修などがあれ

ば教えていただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 大懸主査。

○福祉課主査（大懸保司君） お答えいたします。

施設におけます修理、修繕、改修につきまして、指定管理者が行ったものについて、主なも

のを取り上げさせていただきます。

桜丘荘では、エレベーターの定期部品交換で60万円、亀裂が生じた一般浴槽の改修工事で300万

円、手狭であった浴室洗い場の増設で40万円、浴室及びトイレの手すり設置に38万円など、合

計493万円と、その他約147万円の小破修繕があり、総額約640万円の修繕及び改修費用の支出

となっております。

また、コスモス苑では、壁、天井等の修繕で17万円、施設内環境整備のためのパーティショ

ン設置で47万円など、合計95万円と、その他約105万円の小破修繕があり、合計で約190万円の

修繕費の支出となっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 今の数字だけでも、桜丘荘で640万、コスモスで190万、お金をかけて修

繕しても、なおかつ単年度で450万、300万、それぞれ剰余金が出たということで、非常に、や

っぱり、さすが民間がやっていただいた部分で、指定管理とした影響も大きく出ているという

ふうに思います。

そこで、剰余金の今後どうするかという部分なんですけれども、桜丘荘が450万、コスモス
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312万、今後この剰余金の処理の仕方と、考え方についてお聞きをしたいと思いますので、お

願いいたします。

○副委員長（国忠崇史君） 田中次長。

○保健福祉部次長（田中寿幸君） お答えいたします。

26年度に生じました剰余金につきましては、指定管理者との協議の中で、両施設ともに施設

の補修等、入所者への利便性向上に向けた施設運営に充てていただくということとしておりま

す。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） そういう維持管理のほうに行くということで、例えば桜丘荘は指定管理

料が発生していますけれども、26年度で451万7,000円と。その一部を28年度、新年度の指定管

理料に、あなたここまで剰余金があるんだから指定管理料は次の年減らしますよと、そういう

方向性で行く考えもあるんですか。

○副委員長（国忠崇史君） 田中次長。

○保健福祉部次長（田中寿幸君） この指定管理者との協定は年次計画ということで、毎年契約を

取り交わしております。基本協定の中でも社会情勢等々の大幅な変更等々があった場合につい

ては、双方協議の上、指定管理料等の金額を変更するというようなことになっておりますので、

今後そういった事象が生じるような場合につきましては、指定管理者側と十分協議の上、そう

いった取り計らいも、取り扱いにもなろうかというふうに思いますけれども、今回初年度とい

うことで、そういった社会情勢の大きな変動ではなく、ある程度、先ほども御説明、答弁申し

上げましたとおり、施設の稼働率を上げるための収入の増というようなことの剰余金でござい

ましたので、それについては引き続き、その中でも、今年度もかなりの件数、今申し上げまし

たように補修等々に充てていただいていますが、これについては翌年度更に施設の充実に充て

ていただくというような取り扱いになろうかと思います。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 400万、450万の剰余金が出たといって、それを全部指定管理料減らして

しまうと、実際の運営の維持費としてのお金も必要だと思いますので、指定管理側がきつくな

らないように、しっかりその指定管理料というのも見ていっていただきたいというふうに思い

ます。

ここの関係で、最後の質問になりますけれども、今、渡辺委員のほうからも出ていました職

員の派遣の関係なんですけれども、当初派遣できる期間は３年間ということで言っていました。

今年、その派遣法が改正になって、５年まで、最長５年までできるようになったということな

んですけれども、この桜丘荘、コスモス苑に派遣している職員も、当然御本人の聞き取りの希

望があってのことなんですけれども、法律が５年になったということを踏まえて、そういう派
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遣職員も今回この２つの施設の場合も５年ということを考えているのかどうかお聞きをしたい

と思います。

○副委員長（国忠崇史君） 半澤総務課主査。

○総務課主査（半澤浩章君） お答えをいたします。

指定管理法人である社会福祉法人三愛会への職員の派遣につきましては、公益的法人等への

一般職の地方公務員の派遣等に関する法律及び公益的法人等への士別市職員の派遣等に関する

条例に基づき行っています。派遣の期間が最長３年となっている根拠につきましては、この法

律で派遣の期間は３年を超えることができないとされているためです。更に派遣の実施に際し

ては、法律にて派遣先法人との間で派遣期間や勤務条件、従事業務などについて取り決めを行

い、その内容を職員に明示して同意を得なければならないとなっています。

このことから本市においても、三愛会と職員の派遣に関する取り決め書を締結し、その内容

に職員の同意を得て派遣をしているところですが、この取り決め書においても、派遣期間は職

員の同意を得た上で１年とし、３年を超えることができないとしています。また、派遣期間を

最長５年まで延長できる根拠としましては、法律にて任命権者が特に必要があると認めるとき

は、派遣先団体との合意により、職員派遣をされた職員の同意を得て職員派遣をした日から引

き続き５年を超えない範囲内において、これを延長することができるとされています。

このことから取り決め書においても、三愛会から派遣期間の延長について申し出があった場

合には、職員の同意を得た上で派遣した最初の日から引き続き５年を超えない範囲内において

派遣期間を延長することができるとしています。ですが、派遣期間の延長については、特例的

な措置となりますので、基本的な派遣期間は最長で３年と考えています。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 鴻野総務課長。

○総務課長（鴻野弘志君） それでは、派遣職員に関して大変恐縮ですが、先ほど渡辺委員から御

質問いただきましたことについて若干申し上げたいと存じます。

派遣職員、それぞれコスモス苑、桜丘荘へ行っておりまして、先ほど申しましたように、毎

年その意向調査ということを実施してございます。これはなかなか職員としての意向でござい

ますので、きちっとした、はっきりした意思ということではまだ捉えることはどうかというこ

ともございますので、おおよその率ということで申し上げます。

今年度、27年度実施いたしましたそれぞれの中におきましては、コスモス苑においては27年

度、今年度限りとしたいという意思表示をしたということが約40％、そして、28年度までとい

うことで考えているということが約60％という状況、桜丘荘においては、27年度限りという考

えはゼロ％、28年度までということが100％と、現段階ではそのような意向調査を実施したと

ころでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 社会福祉費について、ほかに御発言ございませんか。松ヶ平委員。
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○委員（松ヶ平哲幸君） 続きまして、同じ社会福祉費の高齢者福祉・介護保険事業についてお伺

いをいたします。

士別市高齢者福祉計画と第６期介護保険事業計画を策定するに当たり、その業務の一部を事

業所に業務委託をしたものがありますが、これは決算額では367万2,000円でありますが、この

委託に関して何点かお聞きをしたいと思いますので、お願いいたします。

最初に、この委託業務の予定価格の積算内訳書からなんですが、人件費に係る研究員手当で、

主任研究員の単価が１日３万8,000円と、次の研究員と言われる人が３万1,000円と、公共事業、

建設土木と一緒にならないんでしょうけれども、極めてこの３万8,000円と３万1,000円という

のは、相当高い金額の設定になっていますので、この単価設定の根拠を教えていただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。

○副委員長（国忠崇史君） 阿部介護保険課主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

第６期介護保険事業計画は、介護保険法の改正にあわせ、平成27年４月１日施行に向けて全

国一斉に策定することとなっている計画であります。策定に当たりましては、高齢者人口の推

計や介護サービス見込みの推計、保険料設定のためのシミュレーションのほか、介護保険法の

改正内容を計画に反映する必要があります。

そこで、研究員等の単価設定の根拠ですが、本計画の作成には介護保険制度などを熟知して

いる社会福祉士などの専門知識を持つ研究員に携わっていただくことが望ましいと思われます

が、その研究員等の設定単価につきましては、厚生労働省等から示されてはいない状況であり

ましたので、建設工事にかかわり、国土交通省が定めている設計業務委託技術単価を参考に検

討いたしましたが、本業務委託とは性格が異なることから本計画策定を進めている近隣市町村

の状況を確認し、全て同一の単価設定であり、国土交通省の設計業務単価と比べ安価でもあっ

たことから、他市町村でも採用している単価を準用し設定いたしました。実際に社会福祉士の

国家資格を有する方が今回主任研究員として本事業計画に携わっていただいたところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） その３万8,000円、３万1,000円、近隣市町村とおっしゃいましたけれど

も、そこも同じ３万8,000円と３万1,000円も使っているということなんですか。

○副委員長（国忠崇史君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） 確認させていただいたところ、近隣の中でも名寄市、それから

富良野市、それから紋別市などが同じ単価を使っていたということがわかりました。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 近隣市、類似市の部分等と同じであるということで、それはそれでいい

んですけれども、ただ、どうしても厚生労働省でも、要は単価表を持っていないというところ



－75－

からいって極めて不透明であるというし、近隣でも、じゃその３万8,000円と根拠何なんです

かと言われたら、明確な答えがないんで、極めて不透明な単価設定だというふうに思っていま

す。

ただ、人工も含めてなんです、実は。そういうところなんですけれども、不透明なところが

多いんですけれども、この事業、もう一つ、途中で、俗に言う設計変更をしています。住民向

けのパブリックコメントについての対応策などの支援を業務に新たに追加するという変更だっ

たんですけれども、この追加変更した業務、追加した仕様書に記載している内容について、も

う一度確認をしていきたいと思いますので、お願いをいたします。

○副委員長（国忠崇史君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） 計画作成に当たりまして、医師、歯科医師、薬剤師、自治会、

民生委員、介護保険事業者などの市民による保健医療福祉対策協議会の専門部会であります介

護保険運営部会において意見をいただいていることや、介護保険料につきましては、介護保険

法において給付費における割合などが設定されることから、士別市パブリックコメント制度実

施要綱第２条第１項により、当初パブリックコメントを行う必要性がないものと判断していま

したが、制度改正の内容から、地域包括ケアシステムの構築や認知症施策などの新たな項目を

盛り込むことが必要となったことから、市民の意見を広く取り入れることが望ましいとの判断

に至りました。

そこで、当初の契約におきましては、介護保険制度改正の動向と課題整理業務、基礎データ

収集及び課題の把握、整理、分析業務、アンケート調査集計業務等の業務のみを委託し、計画

目標量の設定や計画骨子案、計画素案の作成につきましては市で行う予定でありましたが、法

改正に伴い創設された介護予防日常生活支援総合事業の内容の国の決定が昨年11月10日とおく

れ、更に膨大な資料を読み解きながら本計画に盛り込まなければならす、パブリックコメント

の実施を鑑みると、計画書作成全般に係る支援を受けなければ年度内の策定は困難であるもの

と判断し、各種サービス見込み量の算出や確保策の検討を行う計画目標量の設定業務、計画骨

子案、計画素案の内容協議及び作成業務、パブリックコメント実施のためのダイジェスト版の

作成や意見に対する対応等を行う支援業務の追加契約を行ったところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 追加業務の中で、今パブリックコメント等は年度当初は必要なかったと、

途中からそれを必要とする、制度も変わったんで新たにという部分なんですけれども、そこで、

今回の委託業務の当初は264万6,000円と、追加業務が102万6,000円と、この消費税抜きだけの

金額を比較すると、38.8％より40％も業務委託の請負金額が多くなったと。本来でいう変更で

きる内容というのは、一定程度やっぱり決める必要もあるんじゃないかというふうに思ってい

ます。

特に、僕もほかの市町村を見たときに、建設工事なんかには、特に工事費の請負額の30％以
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内と、例えば道路みたいなものは、補助金が追加になったんで単純に延長しますという部分な

らそれはわかるんでしょうけれども、新たな業務が発生をしたと、追加でやらなければいけな

いというときに、今のうちで言うと、設計変更は天井なしでやれるんだと。極端に言うと、最

初の請負金額の倍になっても設計変更できるのかというところも疑問に思いますので、そこら

辺のうちの規則、規約なんかわかりませんけれども、設計変更できる範囲というのはあるんで

しょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 工藤建設水道部技監。

○建設水道部技監（工藤博文君） 設計変更の範囲について、私のほうからお答えをいたします。

建設水道部では工事関連に関しまして、工事の請負と業務の委託について設計変更のガイド

ラインを本年の４月から取り扱えるように策定をいたしましております。委託業務の中では工

事関連でありますので、工事の設計、それと測量、調査ということでありますので、今回の計

画策定には直接全てが当てはまる部分もありますが、若干違う部分も出てくるのかと思います。

工事関連の設計変更のまず最初に、それが設計変更になるのかどうかという判断であります。

発注時の条件、これが追加、または修正された場合、それらについては全て設計変更の対象と

なります。

次に、これの設計変更が妥当かどうかという判断をまず次にしていきます。工事関連の設計

変更のガイドラインの中では、変更が認められる範囲として、発注者側から指示があった場合、

それと実際にその業務を行う途中で、その発注時の条件と一致しない場合があります。その部

分の修正、それと発注時に必要であった条件が抜けていた、落ちていた、または間違っていた

という場合もございます。それらについて、それと、条件明示がちょっと曖昧であったという

部分も考えられると思います。それについてガイドラインでうたっております。

ただ、金額については、金額ですとか、当初契約に対する率についてはうたっておりません。

これは、これまでの設計変更の実態といたしまして減額設計変更というのもございます。それ

と内容を修正して、結果的に金額に影響がないと、全く動かないと、当初契約と同額で設計変

更が行われるという部分があります。ということで、一定のラインを定めるのが、少し実態と

しては難しいということがございます。それで金額についてはうたっておりません。これが設

計変更として実際に手続ができるのかどうかというのは、その変更の内容を発注者と受注者が

協議をしなければならないことになっております。その条件が当初条件と大きく差異があるの

か、例えば今回の策定業務ですと、当初条件を提示したものを追加しなければならないのか、

もし追加が必要となるんであれば、その人工数ですね、これが何人工かかるということを発注

者、受注者が協議をしなければならない。もちろん発注者としては資料等求めることがござい

ますので、受注者に資料等を求めることがございますので、その調査も行わなければなりませ

ん。それらが整って修正が妥当だと認められる場合、ここでようやく設計変更の手続に移るこ

とになります。この設計変更については、工事関連では協議調書というものを策定いたしまし

て決裁を受けていくと、その決裁が終了した時点で契約変更のほうに移っていくという手続に
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なっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） まず、そういう業務委託、今回は業務委託で建設工事と全く違う性質の

ものなので、一概に建設土木工事にあわせてということはありませんけれども、今までそのガ

イドラインがなかったけれども、今年の４月に、そのガイドラインができたということで、今

後、それにのってやっていただければいいんですけれども、ただ、あえて私もここでその介護、

今回の委託業務のものでお話をしたかというと、昨日、斉藤議員からもありました随意契約に

係ることなんですけれども、実は、今回の業務委託、当初264万6,000円ですけれども、本来130

万を超えた場合には随意契約をできる対象になってはいないんですけれども、実は、今回請け

負った業者が１社しかいないということで、１社限定の随意契約と、１社しかいないんで入札

をするまでもないということなんですけれども、そこで、130万円を超える場合の随意契約と

いうのも、これひとつ規約をつくっておかなきゃいけないんじゃないかというふうに思ってい

ます。

先般、中央省庁の厚生労働省の職員が収賄容疑で逮捕されていますけれども、実は、中央省

庁なんかでも厚生労働省の職員が圧倒的に多いというふうに言われています。これは先ほど答

弁にもありましたけれども、厚生労働省が発注をするときに、単価が決められているものがな

いと。よって、３万8,000円も３万1,000円も建設工事のものを、いいや、このぐらいかという

部分の金額でやっているに過ぎないんですね、厚生労働省でないんですから。だから、正直言

って今回の264万6,000円も３万8,000円、３万1,000円で、なおかつ人工も、この人工でという

のも、それをまあまあこの程度かなという、うちの職員が積算をしたんでしょうけれども、た

だ、そこで、最終的にその業者と、いいか、悪いかという話は当然どこかで出てくると思うん

ですよ。

結果、予定価格とほぼ同額なものが札入れて、１社ですけれども、札入れて、それで契約を

されているということですから、こういう場合、しかも、なおかつ、１社しかない随意契約だ

ということで、施工伺いから、要は検定員の指定から、契約から、検定員の指定から、完成ま

で、完了届まで全部１課、１部で、極端に言うと保健福祉部ですから、保健部長の印鑑だけで

終わっています。契約のところだけは合議で、総務、財政行きますけれども、そういった意味

で、こういう場合にも１課、起承転結がやっぱり１課、１部で終わるということではなくて、

しっかり第三者、ほかの部署もかかわってくると。要は、そういう収賄とか、贈収とかという

のはかかわらないという部分も、しっかりシステムを僕はつけるべきだと思います。

実は、旭川市でも職員の不祥事が相当続きました。入札はこれ以上絶対それはできないだろ

うというガチガチの規約をつくっても、それでも裏をかいてやられていたということで、これ

は当時旭川市長のコメントじゃないですけれども、最後は職員のコンプライアンスにかかわる

しかないということはあるけれども、やっぱり行政側としても、そういうことが発生できない



－78－

ようなシステムをつくるということを言えば、こういう随意契約、しかも請負業者が１社しか

ないという場合については、そういう、先ほど言いました起承転結まで１課、１部で終わるこ

となく、そういう新たな制度が必要だというふうに思いますけれども、考え方を聞かせていた

だきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 中舘総務部次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） ただいま随意契約に執行になったシステムづくりの御提言がござい

ました。まず、現状をちょっと触れさせていただきたいんですが、士別市の随意契約に関する

指針におきましては、１社随意契約の内容といたしましては、１つには、緊急の必要がある場

合、これは災害の応急工事等が含まれますが、次に、有利と認める場合、これは契約履行中の

施工業者が請け負ったほうが経費が安く済むという、追加工事がありますので、そういった場

合、それから３つ目には、経験や知識、それから現場の状況に精通している、これは保守契約

やなんかで、もともとそこの分野なんかを含めて該当します。それから特定の者と契約しなけ

れば目的を達成できないということで、これは特殊な技術が必要ですとか、そういったケース

が該当すると思います。

そこで、例えば予定価格の設定につきましても、規定としては取引の実例価格、それから受

給状況、履行の難易度、数量の高、履行期間の長短などによって決めるという規定になってお

ります。

ただ、松ヶ平委員御指摘のとおり、例えば建設工事の場合は、ある程度積算の算定がきちっ

と決められている一方、こういう計画策定等については、そこまで細かい規定がないという現

状でありまして、そういう意味では先ほども答弁ありましたように、やはり実際の実例はどう

なんだ、国の基準で参考になるのかはいうことを勘案しながら決めていかざるを得ないという

部分はあろうかと思います。

そこで、例えばこういった随意契約、特に１社随契の契約を進める上で、例えばこういった

規定の中で、実際に、例えば予定価格を設定していくのは、こういった資料をそろえるですと

か、もしくは実際の、私どもで言いますと、登録事業者は限られているわけですけれども、そ

れ以外の業者にとっても、例えば参考見積もりをとるですとか、考えられる手法はあると思い

ます。ですから、そういった部分で、こういった規定の中で、実際の運用に当たっては、もう

ちょっと具体的な規定なりを考えていく必要はあるんではないかと思います。

例えば、検査調書等の作成におきましても、やはり実際に納品されていく、その内容が具体

的なことで発注した内容になっているのかという部分では、第一次的に所管課がチェックする

ことは必要だと思いますが、御指摘のように、それが実効性のある形できちっとチェック機能

を働くかという部分については、もう少し具体的な運用規定なり、仕組みなりという部分は検

討すべき項目はあろうかというふうに思いますので、その点については今後具体的な検討に入

っていく考えであります。

以上です。
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○副委員長（国忠崇史君） 相山副市長。

○副市長（相山佳則君） 今回の委託業務にかかわって、今の松ヶ平委員のほうから厚労省の、あ

るいは他の自治体のいろいろな事件のお話の中で、そういった芽が出ないようなシステムを考

えろという御提言がございました。確かに、通常の勤務の中では各部内において、さまざまな

目を通してやっておりますし、そういったことがあろうとは私どものほうでは考えていないわ

けでありますけれども、ただ、そういうことがあったとしても、システム上、そちらのほうに

傾斜していくようなすきがあるような体制であってはいけないというふうに考えております。

今の建設水道部の発注工事も、もとは当時の建設部の中で入札、契約も全て行ったわけであ

りますけれども、今はそういったことも１つの視点において、そういった入札、契約業務は、

総務部に移しているということもありますので、再度、全事業について再点検をいたしまして、

そういった心配の起こらないような体制づくりを目指してまいりたいというふうに考えており

ます。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 今回みたいな１社しかいないというのは極めてまれですけれども、副市

長の答弁にあったように、ぜひそういう体制、ルールづくりを進めていっていただきたいと思

います。

これで、この関係の質問は終わらせていただきまして、次の質問に入らさせていただきます。

続きまして、日常生活自立支援事業についてお尋ねいたします。

この事業、士別市、和寒町、剣淵町及び幌加内町の１市３町の社会福祉協議会が実施する日

常生活自立支援事業における利用料、交通費について、利用者の収入に応じて助成制度を講じ

ることにより、士別地域に居住する低所得者の認知高齢者、精神障害者及び知的障害者が安心

して日常生活を送ることができるよう支援するものとして、昨年度、26年度から、道の社会福

祉協議会が支援した残りの本人負担分を市が直接助成する事業として、25万2,000円の予算で

スタートしました。しかし、１年間で助成を行った実績として、１件の750円だったというこ

とは、この新しい制度のどこに問題があったと考えるか、この制度の創設に至った経緯を含め

てお答えをいただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

日常生活自立支援事業助成事業は、北海道社会福祉協議会から委託を受けた士別市社会福祉

協議会が和寒町、剣淵町、幌加内町社会福祉協議会と協定を結び広域で実施している日常生活

自立支援事業を利用されている方のうち、利用者本人の収入や世帯の課税状況等の判定基準に

よって助成を受けることができる事業です。日常生活自立支援事業は、周囲の方々や親族から

サービスの利用が必要と思い相談をしても、サービスの利用料が必要となることで利用を控え

る方がいるとお聞きしておりましたので、利用料を助成することで安心して本事業を活用して

いただけるよう利用助成事業を創設することといたしました。この助成事業を予算化するに当



－80－

たり、市内の高齢者及び障害者のサービス事業所に、本事業の利用が望ましい、もしくは利用

したほうがよいと思われる方がどの程度いるのかアンケートを実施し、対象人数の把握を行い

予算措置したところですが、実際には10名から相談を受け、延べ53回の面談をいたしましたが、

３月末時点でのサービス利用者は４名でした。その４名のうち１名は基準を超えており、また、

もう１名は生活保護を受給しているため利用料は公費で負担されますので、この２名の方は助

成事業の対象とはなりません。残り２名の方は助成事業の対象者でありますが、昨年度はその

うち１名の方だけが申請をされ助成をしたところです。

本事業の課題についてですが、利用することが望ましいと周囲の親族や地域の方が思ってい

たとしても、本人は自分で何でもできる、困っていないとの理由から、サービスを利用しない

方が多くいるということが課題であると考えておりますし、本事業の認知度が低いということ

も考えられます。そこで、今後におきましては、制度の認知度を上げていく取り組みが必要で

あると考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 結果的に１人しかいないということなんですけれども、申請はしたけれ

ども、該当にならなくて、結果、今回は26年１人しかいなかったということでいいんですよね。

○副委員長（国忠崇史君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） 今年度、この利用をされている方は、収入の少ない方がされる

ことが多く、その人の収入の範囲で支払う時期というのもそれぞれ生活支援員の方と相談しな

がら支払いをしているところでありまして、もう１名の方につきましては、４月以降、その利

用料をお支払いしているところでありまして、もう１名の方については、今年度の助成等の対

象ということになっており、結果的に１名だけだったということになっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 結果的に１人ということでなんですけれども、実はこの制度、先ほど答

弁の中にもありました。これは社会福祉協議会のお知らせということで、この事業の内容をわ

かりやすく説明したものがあります。ちょっと読みます。電気、水道料金などの支払いや役所

へ出す書類の書き方がわからない。生活に必要なお金の使い方に自信がない。介護保険など福

祉サービスを受けたいけれども、手続がわからない。預金通帳など家に置いておくと心配で誰

かに管理してもらいたいなどなんですけれども、これらを社会福祉協議会の職員とか、生活支

援員たちが行ってやるときの事業の助成なんです。だけれども、それの実施要綱を見ると、申

請、対象者、受けたいという人、あくまで本人なんですよ。決定を役所が出します。助成金の

請求及び受領は指定された人ができるとなっていますよ。それは社会福祉協議会の職員がやら

れるんでしょうけれども、そもそも支払いや役所へ出す書類の書き方がわからないから支援す

るのに、申請は本人だというのは、これちょっとおかしくないですか。
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○副委員長（国忠崇史君） 米谷健康長寿推進室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

本事業の対象者は判断能力が不十分な方であり、かつ事業の契約内容について判断し得る能

力を有すると認められる方となっております。ある程度のことができることが前提の事業とは

なっておりますが、それでも申請そのものや住所、氏名等の記入ができない場合は、生活支援

員に協力していただくか、それでも難しいのであれば、成年後見制度を利用していただくこと

となります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 僕、今読んでいる、実施要綱を読んだんですけれども、４条ですよ。対

象者は自立支援事業の利用助成を受けようとするときは市長に提示すると。でも、その下にあ

えて、請求、受領と委任は、社会福祉に委任することができるとなっているので、この文言だ

けでいったら、じゃ申請も第三者が、特に支援員ができるということで解釈していいんですか。

この文言だけではそう読み取れないんですけれども、実際にはそういうふうに支援員も市へ申

請できるということになっているんですか。

○副委員長（国忠崇史君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） この市の助成事業は、この制度を利用するということが決ま

った方が助成をするものですから、支援員が寄り添って申請の手続をするというふうな手順に

なろうかと思います。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） それなら、なぜ助成と請求、受領、委任等と同じように申請も書かなき

ゃいけないんじゃないですか。申請とあえて６条ですよ、助成金の請求、受領、委任等と書い

ているのは、社会福祉協議会でできるなっているんですから、申請もそのとおりでなきゃおか

しくないですか。

○副委員長（国忠崇史君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） 失礼いたしました。この６条、助成金の請求、受理、委任と

いうことで、今委員のおっしゃられたとおり、社会福祉協議会ができることになります。

以上です。

（「申請は」の声あり）

申請も、先ほど申し上げたように、本人に寄り添って、まずは社会福祉協議会と本人の支援

する生活支援員とで、その申請を市に申請するということになります。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） だから、それでいったら４条おかしくないですか。

○副委員長（国忠崇史君） 米谷室長。
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○健康長寿推進室長（米谷祐子君） 失礼いたしました。代理申請がいいのかということですね。

そのとおりです。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） ならば、ちゃんと信書、要綱も変えなきゃだめですよね。この要綱だけ

なら第三者ができるとか読み取れませんので、あえて６条が、その第三者ができるとなってい

るんだから、４条の申請も第三者ができるという文言にぜひ、やっているんだったら、直さな

いと。でも、それでやっているとしたら違反になってしまいますよ。だから、要綱もぜひ、そ

の文言を直していただくと同時に、実はたまたま私はこの自立支援のほうだけを助成金の実績

ということで見させていただいてわかったんですけれども、また、この福祉サイドでいうと、

こういう手の助成金申請の手続というのはいっぱいあると思うんですよ。ぜひ実施要綱を含め、

実施要領含めて、より申請しやすいものに直していただきたいという、これ要望を申し上げて、

この質問を終わります。

○副委員長（国忠崇史君） 社会福祉費については、ほかに発言ございませんか。

（発言する者なし）

○副委員長（国忠崇史君） ないようですので、第２項児童福祉費について御発言ございませんか。

村上緑一委員。

○委員（村上緑一君） 成果報告書で、児童福祉費の中で、へき地保育所管理運営事業があります

が、まず初めに、へき地保育所運営委託事業がいつごろから始まり、どのような趣旨のもとで

この事業が行われているのか。また、現在４地区で管理運営が行われていますが、地域別の児

童数、保育士の人数などをお聞かせください。

○副委員長（国忠崇史君） 青木こども・子育て応援室主幹。

○こども・子育て応援室主幹（青木秀敏君） 私から、へき地保育所委託事業の開始時期と事業の

趣旨についてお答えいたします。

へき地保育所管理運営事業につきましては、平成８年度より開始しております。それ以前に

つきましては、季節保育所の運営助成事業として運営費の一部を助成するといった現行の認可

外保育所への運営助成と同様の取り扱いをしていたところであります。事業の趣旨についてで

ありますが、平成８年度委託事業の開始と同時に、士別市へき地保育所条例を新たに制定して

おります。条例制定の目的は、農村地域の保育環境の充実を図るというものでありまして、農

村地区においても、市が責任を持って保育を要する児童の健全な育成を図るという趣旨のもと、

へき地保育所を市の施設として位置づけしているものであります。

また、運営に関しましても、季節保育所のころから地域性を生かした運営が図られておりま

したので、その点を生かしていきたいという考えから、地域の方や保護者の方などから組織さ

れております各保育所の運営委員会に委託する形でこの事業を実施しているところであります。

私からは以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 滝上こども・子育て応援室主査。
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○こども・子育て応援室主査（滝上聡典君） 私のほうから、地域別の児童数と保育士数について

お答えいたします。

まず、保育所の児童数ですが、成果報告書に記載の49名、この内訳について申し上げますが、

上士別保育園では16名、多寄保育園では12名、武徳保育園でも12名、温根別保育園では９名で

49名となっています。

次に、学童保育というものも実は保育所、へき地保育所のほうでは実施していまして、上士

別保育園と温根別保育園、この２カ所で学童保育を実施しております。26年度末の児童数なん

ですけれども、上士別保育園では20名、温根別保育園では７名となっています。

次に、保育士数なんですけれども、へき地保育所の運営に関して、保育士の有資格者も含め

た常時２名体制という部分が、確保しなければならないという部分がありまして、各園保育士

の有資格者２名と複数の、いわゆる保育の補助者的な者を雇用して運営しております。

そこで、各園の保育士有資格者、補助者も含めた延べの職員スタッフの人数ですけれども、

上士別保育園では３名、多寄保育園では４名、武徳保育園では４名、温根別保育園では３名で

保育に従事しているということになっています。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 本当に条例によって、この地域へき地保育所が守られているというのがよ

くわかりました。ありがとうございます。

そこで、平成26年度の成果報告書では、へき地保育所管理運営委託事業、決算額が3,266万

7,000円になっています。財源の内訳としては、国・道支出金900万円、その他として650万

4,000円、一般財源として1,716万3,000円となっておりますが、具体的には、この保育所４カ

所に、どのように配分されているかということを説明願いたいということと、今後の財源の変

動があるかということも含めてお聞きします。

○副委員長（国忠崇史君） 滝上主査。

○こども・子育て応援室主査（滝上聡典君） 私のほうから、保育園の配分についてお答えいたし

ます。

今、各園の運営費、委託料という形で配分しているんですけれども、この配分の根拠としま

しては、例えば経験年数に応じた保育士の人件費や光熱費、また、児童数に応じた教材費や行

事費に加えまして、例えば学童保育をやっている温根別とか上士別保育園では登録児童数に応

じて教材費やおやつ代などを見ております。また、延長保育というのも実施している園がある

んですけれども、その場合に関しては、延長保育の時間分の保育士の人件費をもとに配分して

いるという形になっています。

具体的な各園の配分額についてでありますけれども、上士別保育園に関しては794万6,500円、

多寄保育園については840万8,000円、温根別保育園につきましては746万8,000円、武徳保育園

につきましては851万8,500円となっていまして、委託料の延べで言いますと3,234万1,000円が



－84－

委託料として支払っています。またほかに、実は各園の共通経費としまして、例えば保育士さ

んの健康診断の部分のバスの借上料ですとか、園児の健康診断の部分のバス借上料など、この

部分も市が別に予算化しているという部分もあります。その決算額が32万6,000円となってい

まして、へき地保育所管理運営事業費全体の決算額としましては3,266万7,000円となっている

ところであります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 青木主幹。

○こども・子育て応援室主幹（青木秀敏君） 私のほうから、財源の部分についてお答えいたしま

す。

へき地保育所の運営につきましては、委員からお話のありましたとおり、国・道の支出金と

保育料と、それから一般財源で構成されています。平成26年度につきましては、保育緊急確保

事業という補助事業によりまして、多寄保育園を除いた３園、それぞれに国から200万円、北

海道から100万円の合計しますと300万円の補助がありまして、市全体としましては900万円の

財政の支援があったところです。平成27年度からにおきましては、この制度がなくなりまして、

本年４月からスタートしました子ども・子育て支援新制度での施設型給付というものを初めと

した新たな財政支援に変更となったところであります。市といたしましても、財政状況などを

考えますと、国などからの一定の財政の支援は必要と認識しているところでありまして、新た

な制度を活用した財源の確保を進めていく考えであります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 今、財源内容の説明がありましたけれども、その中で、このへき地保育所

の国・道の財源の財政支援がなくなるということ。また、新たな支援に変動があるということ。

また、この支援の変更によって市の負担、利用者負担がどのように変わっていくのかというこ

と。そういうことをちょっと説明お願いします。

○副委員長（国忠崇史君） 藪中こども・子育て応援室参事。

○こども・子育て応援室参事（藪中洋行君） まず、私のほうから、新たな支援のうち市の負担に

ついてお答えいたします。

子ども・子育て支援制度における新たな財政支援のうち現行のへき地保育事業については、

特例地域型保育給付という支援の対象になるものと考えております。この給付制度については、

保育所全体の運営費から国基準の保育料を差し引いた額の国が２分の１、北海道が４分の１を

支援するというものになっております。具体的に試算例を申し上げますと、平成26年度の決算

額、委託料3,234万1,000円、保育料650万4,000円をベースにいたしますと、国から約730万円、

北海道から約365万円、合わせて1,095万円の財政支援が受けられることとなり、平成26年度と

比較しまして、約195万円の支援増加が見込まれるものです。

次に、一般財源については、約1,490万円程度になるものと試算しておりまして、新たな給
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付制度を受けた場合、平成26年度の一般財源が1,716万3,000円となっておりますので、約220

万円程度の負担軽減につながるものと考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 佐々木こども・子育て応援室長。

○こども・子育て応援室長（佐々木幸美君） 私から、利用者負担についてお答えいたします。

現在、へき地保育所の利用者負担額、いわゆる保育料につきましては、士別市へき地保育所

条例におきまして、児童１人につき月額１万円として設定いたしております。新たな制度で財

政支援を受けるためには、まず、保護者の方には申請書類の提出が必要となりまして、市とい

たしましては保育料の見直しということが必要となってまいります。新制度での保育料設定の

基本的な考え方といたしましては、国で定める基準額と同額、もしくは国の基準額を下回らな

ければならないという条件が付されているところですが、所得が低い世帯、例えば生活保護世

帯、また、非課税世帯の階層をこの国の基準と見比べてみますと、国の基準では月額6,000円

から9,000円となっておりまして、現行月額１万円で設定している市の保育料は国基準より高

いという状況になっていることから、この部分、国が示す条件、こちらとの調整が必要となっ

てまいりますので、今回保育料の見直しが必要となるものであります。

また、この保育料の見直しに当たりましては、現在へき地保育所には適用されておりません

多子世帯への保育料の軽減措置、例えば複数のお子様が保育所に通園されている場合、市の保

育所同様、第２子目、こちらを半額、また、第３子目からの無料化や母子世帯、また、障害者

世帯などへの軽減措置についても、今回配慮が必要という考え方に立っています。現在まで運

営主体である保育園とも協議を重ねさせていただき、地域の保護者を対象に説明会を実施いた

しておりますほか、子ども・子育て会議においては、そちらの場で御審議いただくなど、保育

料の見直しに向けては保護者にとって大きな負担増とならないように配慮するとともに、へき

地保育料が新制度へ円滑に移行できますよう、現在、第４回定例会に向けて、市のへき地保育

所条例の所要の改正含めまして、事務的な作業を進めているところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 大変ありがとうございます。

本当に財源としてなかなか変わるということでちょっと心配していたんですけれども、それ

こそ少し市の負担がなくなるも含めて、また、今後改正の中では一般の市内の保育所と同様の

負担も含めて利用負担のことも今後検討していくということですね、ありがとうございます。

その中ですけれども、ちょっと地域保育所の運営に当たっての考えをまず先にお聞きしたい

と思います。現在へき地保育所運営に当たり、地域の人口とともに児童数の減少、保育士を募

集してもなかなか応募がないなど数多くの問題があると思いますけれども、農村地域ではへき

地保育所が子供たちを安心して預かれる唯一の場であり、地域にとって必要不可欠だと思いま

す。地域の環境の変化が進む中で、市としてへき地保育所管理運営委託事業を進める中で、例
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えば２～３人になっても今までの考え同様、市がそういう今までのへき地保育所委託事業を進

めていただけるのか。まず、それをちょっとお聞きしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 佐々木室長。

○こども・子育て応援室長（佐々木幸美君） お答えいたします。

保育士不足という部分でいけば本市だけの傾向ではないんですけれども、今、市のいずれの

保育所も保育士の人材確保、こちら困難な状況にあります。現在のへき地保育所は委員お話し

のとおり、児童数の減少、また保育士不足、こちらの部分で運営委員会のほうは非常に御苦労

されていると認識しております。少人数化が進んでいる中で、各園では地域の理解、協力、そ

れらもあって、それぞれの地域性を生かした保育を今行っていただいているところです。

そのような中で、保護者の方たちが自主的に知恵を出し合って、それぞれの家庭のお子さん

の保育が必要な日の時間帯と、また保育士たちの勤務時間割表を一体化したもの、スケジュー

ル表を管理しながら保育士の負担を少しでも軽く、軽減できるよう協力体制をとっている保育

園があるとも現在お聞きしております。子供たちの成長の過程には、集団の中での遊びを通し

た教育も当然必要と考えておりまして、現在、認可、認可外、へき地保育所が連携して体操教

室、また保育園行事を実施するなど相互交流の機会、そういう場を設けているところですけれ

ども、各園の特徴を生かしながらも遊びの場がもっと広がるよう保育面での支援、こちらも一

層必要になってくるものと考えております。

委員お話しのとおり、へき地保育所は地域の子供たちが集う場として必要な場所であること

を市としても十分承知いたしているところであり、たとえ少人数になったとしても、その地域

において保育の要望がある限り、運営主体である保育園とも十分御協議させていただきながら、

へき地保育所の存続に努めてまいりたいと考えております。

また、へき地保育所の管理運営につきましては、園長を初め運営委員会の関係者の皆さん、

大変御苦労されているところですけれども、市といたしましては、今後も地元の保育園への委

託という形で地域のお子様の健全な育成に努めてまいりたいと考えているところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 大変、本当に今町場もそうなんですけれども、共稼ぎ、農村部も本当に、

実際に農作業等、大変この地域へき地保育所は本当にその中で十分役立っていると思うんです

よ。今まで同様、そういう今後のへき地保育に対していろいろと交流しながらよいへき地保育

所になるように考えていただければいいと思います。

続いて、学童保育について伺いたいと思います。

市内では学校、児童館が学童保育を担っていますが、学童保育の現状と今後の子育ての支援

の充実についてのお考えをお聞きします。

また、先ほども農村地域でもへき地保育所の中で学童保育が行われているということをお聞

きしております。また、こういうことも保育士の負担増につながっているということも現状な
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んですよ。そういう中で、この学童保育の今後の進め方を含めてお聞きしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 藪中参事。

○こども・子育て応援室参事（藪中洋行君） お答えいたします。

学童保育の現状については、今、委員からお話ありましたように、市街地区においては、あ

けぼの子どもセンターを初めとした３カ所の児童館、児童センターにおいて放課後児童クラブ

を設置して実施しております。平成26年度では213人の登録があります。一方、農村地域では

現在、上士別保育園、温根別保育園の２カ所で実施しており、27人が登録しております。

そこで、委員からお話の保育士の負担についてでありますが、実施時間の違いなどにより、

へき地保育所との単純な比較とはなりませんが、市街地区では登録人数が多いことから、その

数に対応するため、嘱託やパートなどの形態で職員を配置しているため、シフトを組んで勤務

時間を調整することが可能となっておりますが、農村地域では保育所で学童保育を実施してい

ることから、保育園児と小学生を同じ施設で保育することとなり、保育内容についても、就学

前から小学生まで幅広い年齢層で実施しているために、保育士を初めとした職員の皆さんの負

担は市街地区に比べて多いものと認識しております。

○副委員長（国忠崇史君） 佐々木室長。

○こども・子育て応援室長（佐々木幸美君） 私から、今後の子育て支援策、そして学童保育の進

め方、こちらについてお答えいたします。

市では27年度から31年度までを計画期間といたします士別市子ども・子育て支援事業計画、

こちらを26年度に策定いたしております。この計画にも掲げているところではありますが、ま

ず、学童保育、いわゆる小学生の居場所づくり、こちらについては北地区における新児童セン

ターの建設、また農村地域も含めた小学校のある全ての地域で放課後も利用できる体制づくり、

こちらを進めていく考えでありまして、例えば現在の南小学校で開設しております余裕教室を

活用いたしました放課後子ども教室のような施設の、こちらのような施設のさらなる開設を視

野に利用者ニーズを見きわめながら、今後教育委員会や学校などとの協議を進める中で検討し

てまいりたいと考えております。

先ほど藪中参事の説明にもございましたが、農村地域では学童保育の面で保育士に御負担を

おかけしておりますが、市の子育て支援の考え方といたしましては、地域を問わず、また、子

供たちが生き生き育つことができるよう地域全体で支え合い、そして安心して子供を産み育て

る環境づくり、こちらが大変重要であると認識しておりますので、今後も子育て環境の充実に

努めてまいりたいと考えているところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 児童福祉費については、ほかに御発言ございませんか。

（発言する者なし）

○副委員長（国忠崇史君） では、第３項生活保護費については通告がありませんでしたので、次

に移ります。
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第４款衛生費及び第５款労働費については通告がありませんでしたので、次に移ります。

第６款農林水産業費の質疑に入ります。第１項農業費について御発言ございませんか。村上

緑一委員。

○委員（村上緑一君） 農業費の、まず不用額について伺います。

不用額は9,108万円、その内容は、農業基盤整備費として192万円、装置改良促進費で1,267

万円、公有財産購入費として6,044万円、農地費で487万円の内訳となっております。その中、

公有財産購入費で畜産担い手総合整備事業費として6,044万円が入札不落による残りとありま

すが、これはどのような入札不落があって不用額が出たのか御説明お願いします。

○副委員長（国忠崇史君） 上川畜産林務課主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

畜産担い手総合整備事業は、北海道農業公社が実施主体となって進めている事業でありまし

て、良質な飼料生産、効率的な生産方式の導入、普及を目的に装置などの基盤整備や施設整備

を実施するものであります。不用額の経緯につきましては、今回、１牧場が使用規模を拡大す

るため、つなぎ牛舎１棟と、それに付随します搾乳設備の導入を計画しておりました。平成26

年５月に入札を行ったところ、予定価格と1,000万円以上の開きがありまして、入札不調とな

ったところでございます。

その後、２回目の入札に向けて予定価格を見直しまして、1,400万円ほど上乗せをしまして26

年７月に再度入札を行いました。しかし、予定価格と500万円ほど開きがありまして、最低価

格者と随意契約に向けて協議したところでありますが、結果的には入札不調になったところで

あります。

その後、３回目に向けて受益農家と協議を進めてきたんですけれども、工事が冬期にかかる

ことや、冬期養生に係る経費がまた更なる負担を生じるという懸念から、３回目の入札につい

ては断念をしまして、この26年度事業を辞退したところでございます。

この不落の要因としましては、労務費と資材価格が毎月のように上昇していたということと、

上川管内において建設工事発注が多く業者も繁忙であったことから、入札参加者が少ないこと

もありまして予定価格を上回ったところでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） その中でちょっと聞いておきたいんですけれども、こういう不落が出たと

いうことなんですけれども、実際に、この事業は27年度できたんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

26年度につきましては辞退をすることになりましたけれども、入札不落による不可抗力を理

由としまして、再度改めて平成27年度事業で国に要望しまして採択を受けたところであります。

27年度につきまして入札を既に行いまして、市内事業者が落札をしております。10月に工事が



－89－

完了をしておりまして、今後引き渡しが行われる予定となっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） はい、ありがとうございます。

それでは、次に行きたいと思います。

成果報告書の中で、上士別地区国営農地再編整備推進事業について伺います。

この事業は、平成21年度から行われ、平成28年度まで事業期間とありますが、この事業期間

で本当に終わるのか、現在までの実施状況をお聞きします。具体的には、事業予算の平成26年

度末までの進捗状況と最終までの予算規模、10アール当たりの事業費、国、道、市、農家の負

担割合についても説明をお願いします。

○副委員長（国忠崇史君） 佐藤国営農地再編推進室主査。

○国営農地再編推進室主査（佐藤正臣君） お答えいたします。

国営農地再編整備事業上士別地区の事業期間及び事業予算についてのお尋ねでございますが、

本来事業期間は平成21年から平成28年度の８年間となっておりました。平成26年度までの基盤

整備は、受益面積825ヘクタールに対し542ヘクタールまで完了し、26年度までの進捗状況は、

面積ベースで66％、27年度では76％となっております。また、予算規模についても、現在159

億円となっておりますが、資材単価や人件費の高騰により、事業の計画変更の手続を要しない

２割以内の金額で増額になる見込みでございます。増額後の予算額については、現在北海道開

発局において手続中とのことであり、今は確定しておりませんが、事業費の増額については受

益者の費用負担にかかわることでもあることから、26年度において上士別地区内で数回に分け

て受益者に集まっていただき内容を説明した結果、事業費増の承諾を得ているところでありま

す。

次に、10アール当たりの事業費についてでございますが、26年度時点で受益者概算負担金５

万2,000円となっております。負担金の金額については、天塩川土地改良区より毎年負担金額

を受益者にお伝えして承諾を得ているところであります。また、事業費負担金については、国

営及び都道府県営土地改良事業における地方公共団体の負担割合の指針が定める負担率に基づ

き、国が75％、北海道が18％、士別市４％、受益者３％から算出しているところでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 本当にこの事業が延びることによっていろいろな経費の関係で負担割合が

また増えると、そういう中では本当に大変なことなんですけれども、その中で幾らかでも軽減

なればいいなと思うんですけれども、そういう面も含めて今後お考えいただきたいと思います。

次に、平成26年度の実施概要では５つの重要点を記載されていますが、ここで法人に向けて

の集落営農組織指導とありますが、現在まで、この事業で何戸の法人が誕生したのか、説明を

お願いします。
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○副委員長（国忠崇史君） 佐藤主査。

○国営農地再編推進室主査（佐藤正臣君） お答えいたします。

国営農地再編整備事業上士別地区は多く分けて４地区に分かれて事業を進めています。現在、

４地区のうち３地区が既に法人設立済みであり、残り１地区においても、28年度をめどに法人

化を進めており、これまでもＪＡ北ひびきと国営農地再編推進室も入り法人化に向けた話し合

いを実施しているところであります。法人化については、事業による農地の大区画化や換地に

よる農地の集積を行うことで、これまでの個別経営から担い手を中心とした集落経営体による

集落営農を目指しております。そこに労働力の受け皿や新たな担い手も参入して、営農ができ

る体制整備もあわせて目指すものであり、農業者の担い手確保対策に加え、地域コミュニティ

再編への取り組みもあわせて目指しているところであります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） それでは、続いて、農業費の中で新規事業であるＩＴ農業推進事業につい

て伺います。

ＩＴ農業は、国営農地再編整備事業の中、農作業の効率化、省力化には欠かせない事業であ

りますが、事業期間が２年間で、平成26年度のＩＴ農業推進事業で1,811万6,000円の支出がな

されていますが、この内容として、ＧＰＳ基地局設置費として、また、ＧＰＳ移動局導入助成

として、それぞれの支出金額は幾らかをまず求めます。また、この基地局の設置場所及び、こ

れ27年度から稼働していると思うんですけれども、そこも少しお願いします。

○副委員長（国忠崇史君） 喜多国営農地再編推進室主幹。

○国営農地再編推進室主幹（喜多伸光君） お答えいたします。

ＧＰＳガイダンスについたトラクターに補正電波を受信、送信する基地局の設置費用につい

てでございますが、導入費用としては、ＧＰＳ基地局196万8,000円、ＧＰＳ中継局65万2,000

円、取りつけ工事費101万2,000円、以上363万2,000円となっております。また、移動局として

トラクターに取りつける機械でありますＧＰＳガイダンス及び自動操舵装置補正電波受信機に

ついてでございますが、一式４台分1,383万6,000円、取りつけ工事費60万5,000円、以上1,444

万1,000円となっており、１台当たりの費用は361万円となっております。トラクターに設置し

た移動局を農業者に貸与するための費用については、１台361万円の３割分、108万3,000円が

農業者負担額となっており、既に４台分の433万2,000円が納入されております。

次に、補正電波を受信する基地局及び中継局の設置場所についてでございますが、基地局は

ＪＡ北ひびき上士別支所屋上に、中継局は兼内公民分館、旧兼内小学校の体育館にそれぞれ設

置しており、国営上士別地区エリアを全てカバーする位置に送信アンテナを設置しております。

また、このシステムから出る補正電波については、27年度の春作業より供用開始しており、26

年度設置したトラクターを初め、27年度設置導入した田植え機とともに国営上士別地区にて稼

働しているところであります。
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以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 今、説明がありましたＧＰＳの基地局、移動局ということで、本当に設置

に対して大きな金額、先ほども言ったように200万円ほど基地局にかかったり、65万円ほど移

動局にかかったり、取りつけ料も大変な金額なんですけれども、こういう大きなお金がかかる

というのはわかったんですけれども、今後先進的な農業推進の、この国営農地再編整備事業の

中でＩＴ農業の推進に、本当にもっと国と道の助成があってもいいかなと思うんですが、その

点と、今後市の農業も、また新たな農地再編も含め個々の農地の拡大もますます増えていくと

思うんですよね。そういった中でＩＴ農業が広がっていくかと思いますが、市として、今まで

どおりのＩＴ農業の推進に努めていただけるんでしょうか。そこをお聞きします。

○副委員長（国忠崇史君） 井出経済部次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えいたします。

今の国営のほうの上士別地区で取り組んでおりますＩＣＴ農業分につきましては、モデル地

区として市のほうで全面的にバックアップをしながら進めてきたところです。今、お話のあり

ました国・道の助成、26年度の決算にもありますとおり1,800万ほどかかりますので、今言わ

れるような負担の軽減という部分で、国・道の補助金の活用というようなことは非常に大事な

ことかなというふうに考えております。

今現在活用できる事業といたしましては、経営体育成支援事業というような事業があります

が、これについては幾つかの採択要件がありまして、規模拡大をしなければならないですとか、

また、コストの縮減をしなければならない、そういったような採択要件をクリアした中で申請

をいたしますと、採択になれば30％、３割負担というような中での活用というようなことにな

っております。今のところ、これぐらいかなというふうに考えておりますが、今ＴＰＰの問題

ですとか、いろいろなことの対応というところから言いますと、コストの削減がやっぱり求め

られるということから、国のほうもこれからそういったような事業が出てくるんじゃないかな

というふうに考えておりますので、そういう部分を含めて情報を張りながら提供していきたい

なというふうにも考えております。

次に、市の考え方という部分ですけれども、ＩＣＴ農業の市の考え方といたしましては、情

報通信ですとか、そういったものを活用しながら、先ほども申し上げましたとおり、コストの

削減はもとより、位置情報ですとか、それから気象情報、それから作物の生育情報なんかの情

報を得ながら農作業の省力化ですとか、栽培の効率化なんかを目指していくという必要もあり

ますので、今後についてもそういったＩＣＴ農業の推進を図っていくというふうに考えており

まして、今年なんですけれども、多寄地区に基地局を設置しまして、インターネット方式とい

うような形で進めております。これにつきましては、今後上士別地区の大型化ですとか、また

は先ほど委員おっしゃられたとおり、個々の農家さんの経営規模拡大等がありますので、そう

いったことも含めて全市的に取り進めていきたいと思っておりますけれども、ただ、これにつ
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いては農家さんのニーズなんかも十分把握をしながら全市的に進めてまいりたいというふうに

考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） まだ質疑が続いておりますが、ここで昼食を含め、午後１時30分まで

休憩いたします。

────────────────────────────────────────

（午前１１時４８分休憩）

（午後 １時３０分再開）

────────────────────────────────────────

○副委員長（国忠崇史君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

質疑を続行いたします。

農業費について御発言ございませんか。大西 陽委員。

○委員（大西 陽君） それでは、私のほうから、農業費のうち農業振興費の４点について質問さ

せていただきます。

最初に、就農啓発事業として、26年度に札幌市で開催された北海道担い手センター主催の就

農相談会に参加をしておられます。その内容について、まず伺いたいというふうに思います。

相談に来られた方のまず人数、それから男女別、それから既婚、あるいは独身の内訳、年齢

と、その方の出身地、現在の職業、それから今回の相談会に参加された大きな理由、それから

希望している農業の形態、更に本市に友人、知人、親戚を含めてですけれども、おられるかど

うか。それから就農するに当たっての不安に思うことや就農支援に対する要望と、最後に就農

資金をどう考えておられるのか、この点について最初にお伺いいたします。

○副委員長（国忠崇史君） 寺田農業振興課主幹。

○農業振興課主幹（寺田和寛君） お答えいたします。

平成26年度札幌市で行われた就農相談会ということで、まず、人数の内訳ですが、男性６名、

女性２名の合計８名であります。年齢については、15歳から49歳までの方となっております。

職業につきましては、高校生、酪農科に就学している方２名、大学生、家事手伝い、公務員、

法人の従業員の方ということになっております。出身地等は、聞き取り等はないんですけれど

も、一応住所ということで御紹介させていただきますと、札幌市、千歳市、士幌町が道内、道

内の方６名、道外の方が２名おりまして、長野県と福岡県の方が御相談に来ていただいており

ます。

就業の希望、志望動機といいますか、そういう内容につきましては、実家が農家であるとい

うことと、自分が酪農科のほうに就学しているので、将来は畑作のほうも興味を持って独立を

したいというような理由の方、自給自足の農業を目指したい、余裕があれば農業カフェ等を起

業したいという方、女性の方には実家が酪農家なので、畑作等にも興味があり、自分が新規就

農するというよりは、農業に携わるようなことをしたいというような内容の方ということを含
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めまして、法人に勤めている方、その方も独立を考えているということで、畑作と酪農の新規

就農を含めまして６名の方が個人で経営をしたいということになっています。あと、残りの２

名の方については、法人の構成員、従業員といいますか、構成員のほうで働いて、将来的には、

その法人を継げるようなことも考えながら、視野に入れながらという御相談をいただいており

ます。

士別のほうに就農されるときに一番不安に思うことはということでありますけれども、それ

につきましては、一番多かったのはやはり居住、生活環境が一番多く、次いで資金や補助金、

研修などが上げられております。法人の就業関係等につきましても一部聞かれておりました。

農業振興課のほうとしましては、その就農希望者の方のそういう不安になるところを拾い上げ

まして、これからも就農の相談会等に臨んでいきたいと思います。

あと、最後に青年就農給付金等の考えはということでありましたけれども、一応それにつき

ましては、今現在、基本的には畑作の関係でしかしてはいなくて、これからは一応酪農の関係

のほうにも一緒に新規就農ということで、酪農関係については畜産林務課になるんですけれど

も、その辺をあわせながら一緒にしていきたいなと思っています。

すみません、失礼いたしました。士別に友人、知人がいらっしゃるかということであります

けれども、先ほど申し上げた出身住所の関係で、お住まいのことではお話ししましたけれども、

一応道内の方６名のうち管内の人はゼロ名ということで、士別に親戚、友人はいないと。ただ、

中に女性の方なんですけれども、中川のほうに実家がありまして、実家に近い士別でのことも

考えているんだというお話をいただいております。

もう１点漏れておりました既婚か独身かということなんですけれども、８名のうち、お二人

が既婚されています。６名の方が独身、もちろん学生さんも含めてですけれども、独身という

ことになっております。

以上であります。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） ８名の方が相談に来られたということで、この８名の方と、その後連絡

等々がもしあるか、ないかを含めてお願いいたします。

○副委員長（国忠崇史君） 寺田主幹。

○農業振興課主幹（寺田和寛君） 残念ながら、その後相談いただいた方に御連絡をとれる内容と

か、問い合わせ等いただいておりません。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） いわゆる新規就農については、これから本市にとって貴重な人材になる可

能性もありますから、今後とも就農啓発事業など、この事業を含めてどんどんＰＲをして、何

とか新規就農につくように努力していただきたいということを申し上げまして、この質問を終

わります。
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次に、研修農場整備事業で、今年鵡川町の地域担い手育成センターの研修農場に視察に行っ

ておられます。現在、本市で進めているまち・ひと・しごと創生総合戦略で創生している事業

の農業研修施設整備事業の参考にするためというふうに思いますけれども、この視察をして参

考になった点があったのかどうか含めてお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 椙山農業振興課主査。

○農業振興課主査（椙山賢一君） お答えいたします。

本市の研修農場整備に向け参考とするため、昨年10月に先進地である鵡川町にて、新規就農

等受入協議会の取り組みや地域担い手育成センターの取り組みの説明を受けた後、現地で研修

農場の視察をさせていただきました。

最初に、鵡川町における就農までの流れですが、地域担い手センターが窓口となりまして、

新規就農等受入協議会に登録されている農家にて、２泊３日から１カ月の短期の農業体験を行

った後、続ける気があれば、３カ月から３年の長期農業体験に移行し、その後、本人を交えて

地域担い手育成センターと受け入れ農家で面談を行い、本人の意欲と適正を見きわめて研修農

場に入ってもらい、そこで２年間実践して独立させる流れということになっていることでした。

その流れの中でかかわりがある新規就農等受入協議会の取り組みといたしまして、農業者が危

機感を持って自主的に受入協議会を設立し、町とＪＡでバックアップしているとのことでした。

次に、地域担い手育成センターの取り組みですが、町、農業委員会、ＪＡ、普及センター、

指導農業士、農業士の会で構成されており、主に就農者の相談窓口となっていて、農業講習会

や就農計画の策定支援等を行っているとのことでした。

次に、研修農場ですが、主にハウスでトマトを作付しており、指導農業士等が技術指導に当

たっていて、売上は地域担い手センターの運営費となるほか、研修生にも一部支給していると

のことでありました。全体を通してですが、実際の研修農場の装備として、実際の栽培に必要

なトラクターや軽トラック、かん水施設等が整備されており、研修生は作付から管理、収穫、

出荷までの一連の作業を実践的に研修することができる点、更に場所がＪＡの育苗センターに

隣接しており、現地でＪＡの職員に相談ができたり、アドバイスを受けられる点など、立地的

にもよい環境が整っていると感じましたし、地域担い手育成センター、新規就農等受入協議会、

そして研修農場の３つがうまく機能していて、よい仕組みだと参考になりました。視察の成果

を踏まえて、今後の研修農場整備に生かしていきたいと考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 随分参考になった点があるというふうにお伺いしました。

そこで、本市が今計画をしておられる農業研修施設について、現在までの検討経過、それか

ら今後の予定も含めて、できるだけ詳しくお知らせください。

○副委員長（国忠崇史君） 井出経済部次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えいたします。
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今年の３月の定例会の中で、大西委員の御質問に対してお答えをさせていただいております

が、耐震基準を満たしている閉校している中多寄小学校を候補地というようなことで御答弁を

させていただいておりますけれども、仮に、この施設を研修農場というような形で活用した場

合という想定のもとでですが、部屋の増設とか、ユニットバスの設置、それからトイレの改修、

それからボイラーの改修ですとか、そういったようなことが、研修施設として活用する場合に

見込まれるとする改修がどのようなものがあるのかというのは内部で検討してきたところでご

ざいます。この施設につきましては、学校という部分で大きな施設でもございますので、研修

所というだけのものではなくて、更に合宿というようなものも活用できるのかどうかといった

ことも含めて、今後考えていかなければならないかなというふうに考えております。

そのほかに研修生を受け入れるに当たってでは、カリキュラムの作成ですとか、それから研

修メニューなんかも必要になってきますので、これらたたき台の部分必要になりますので、今

そのたたき台を作成中でありまして、今後各地域の北ひびきの基幹支所の皆さんと十分協議を

していきたいというふうに考えておりますし、また、地域のリーダであります農協の理事さん、

それから農業委員さんなどとも協議をさせていただき、更には研修生の受け入れをしていただ

かなければならない農家さんの皆さんにも、これから農閑期に入りますので、ぜひお集まりを

いただいて要望、それから受け入れ態勢がどういうものになるのか等々、受入協議会も含めて

設置するべく早急に進めていきたいというふうにも考えているところです。

また、研修農場の運営につきましても市だけでは到底無理でございますので、農協、それか

ら普及センター、共済など関係機関の御意見もいただきながら進めなければならないというふ

うに考えておりますが、先日、地方創生戦略会議で、この農業未来都市創造が確認をされまし

たので、その中にもございます、この研修農場の部分がありますので、そういう未来都市創造

の中の事業としてこれから進めてまいりたいというような状況でございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 計画と、それから今後の方針についてお伺いしましたけれども、合宿に使

うということは宿泊施設、あるいは体育館の改修も含めて、同時にやるという意味なのかと。

もう１点は、研修農場のあり方なんですが、学校敷地を使うのか、あるいは近郊の農業者に

委託をするのか、その辺の検討は進んでいるんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えいたします。

合宿の施設として、この施設が適切かどうかという部分につきましては、まだこれから十分

検討しなきゃならないというふうには思いますけれども、研修、合宿の施設とするならば、あ

そこに４つの教室がございますので、その教室の活用ですとかといったようなことになろうか

というふうに考えております。この部分については、今後十分検討したいというふうに思いま

す。
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それから、施設の部分ですけれども、あそこにグラウンドがございますので、グラウンドを

活用したハウスですとか、そういったものの建設による実習というようなことも考えられるか

なというふうにも考えておりますので、そういったことも含めて検討していきたいというふう

に考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 加えまして、当然、この研修農場は、農場の中だけで完結するもので

はなくて、農業者、あるいはそういった方々のアドバイスだとか、サポートだとかが必要にな

ってきます。特に、多寄においては、サポート多寄がありますので、畑作経営においては、ど

うしても機械の利活用だとか、そういった部分も必要になってきますから、そういった訓練も

含めて地域のそういったサポートをいただきながら育成していきたいというふうに考えており

ます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） はい、わかりました。

それで、先ほど言った今後の予定ということでお伺いしたんですけれども、この計画はいつ

までに一定の青写真というか、構想ができる予定で今進めているスケジュールについて、最後

に伺いたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） 今、総合戦略会議で確認をいただきましたので、今後、３月末まで

にはコンサルタントも含めて、今の構想をまとめ上げるというところに来ておりますが、これ

ちょっと地方創生のほうの関係もありますので、年度末というめどで進みたいというふうに考

えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） この研修施設については、農業者を初め市民の方が非常に注目している事

業の１つだと思うんです。それで、経過について、支障のない範囲内で随時公表していただき

たいなというのが希望であります。そのことを申し上げまして、次の質問に入らさせていただ

きます。

ＧＰＳ基地設置について美幌町に先進地視察に行っています。この点については、先ほど午

前中、村上委員より上士別地区の取り組みについて質問がありましたので、なるべく重複をし

ないように質問を続けていきたいと思います。

最初に、視察に行った内容と、その目的についてお知らせいただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 林農業振興課主幹。

○農業振興課主幹（林 秀忠君） お答えいたします。
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まず、目的につきましては、不足する農業労働力支援対策として、農作業受託組織の設立を

推進しているところでありますけれども、ＧＰＳの導入によりまして、トラクターの位置情報

や圃場の位置情報を活用した作業経路の記録、自動操舵によりふなれなオペレーターの作業技

術のサポートができます。オペレーターの確保の促進になることや、それと作業制度の向上、

作業経路を他者と共有できるということで、分業化や作業の効率化に効果があるということで、

その基地局設置について先進地視察を実施いたしました。

内容につきましては、26年11月19日に、美幌町ＪＡびほろのほうに視察に行きまして、多寄、

川西、上士別、温根別の農業者９名によりまして、ＪＡびほろの職員からＧＰＳ導入に至った

経緯や導入後の状況、また、実際に使われている農業者と我々の士別市の農業者との意見交換

などをしてまいりました。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） この点について、３月の予算特別委員会でも申し上げさせていただきまし

た。きのう労働負担の軽減や生産コストの提言などに大きな効果が期待できるということであ

りますから、そのときにも全市的な取り組みを進めるべきだというふうに申し上げました。

そこで、現在、一部の地区で中山間事業を利用して、この導入について検討しているという

話を聞いておりますけれども、この内容についてお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 林主幹。

○農業振興課主幹（林 秀忠君） お答えいたします。

現在の状況をまず御説明しますと、国営の上士別地区でモデル地区として、市で無線配信方

式の基地を設置しまして、その他の地区につきましては、今、委員のおっしゃられたとおり、

農業者が利用組合を立ち上げまして、中山間事業の活用により設置が進められているところで

す。本年度につきましては、多寄地区のほうで、ＪＡ多寄基幹支所にインターネット配信方式

で基地局を設置しまして、現在、多寄、武徳、下士別、北町、中士別８線、西士別の範囲が精

度４センチの精度で利用が可能になっております。それ以外の地区につきましては、旧士別市

のその他の地域では、精度６センチ、旧朝日では精度８センチの利用で可能になっております。

以上でございます。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） その方式の点なんですけれども、上士別と今回中山間で計画しているのは、

インターネット配信方式、上士別とは違いますよね。その違いと、あわせてどうしてインター

ネット配信方式にしたのか、地元の要望等々とか、あとはコストも含めてのことだと思うんで

すけれども、その辺についてお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 林主幹。

○農業振興課主幹（林 秀忠君） お答えいたします。

上士別の無線配信方式とインターネット方式の違いについてでありますけれども、基本的に
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基地局を設置するところまで、あとトラクター側につく機械までは一緒でして、基地局とトラ

クターの間の情報の伝達方式がインターネット、無線のほうは、無線により飛ばしてトラクタ

ーと直接やると。インターネット配信方式のほうは、スマホを介してインターネット回線、ス

マホを介してトラクターに供給するという違いがございます。精度的には変わらないものとな

っていまして、無線方式を採用している理由につきましては、上士別地区をモデル地区として、

先進というか、先行して進めているということで、無線方式をモデルとして採用しておりまし

て、インターネット配信方式、今回選択した経緯につきましては、インターネット方式により

ますと、スマホの通信圏内は全てカバーできるというような広域的に利用できるという利点が

ございまして、その辺の技術的なものが確立されてきていたことから、地元の農業者の方、地

元というか、多寄農業者の方が勉強をされまして、こういった方式を採用するべきじゃないか

ということで視察等をいたしまして実施したところです。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） 補足でちょっと説明させていただきます。

国営のほうのモデル地区で実施しております無線配信方式ですけれども、これにつきまして

は、モデルというような形で北大、北海道大学ですね、北海道大学との連携のもとで、どうい

った方法でやったらいいのかというようなことで、たまたまそこの北大の野口先生、野口教授

と協議をした結果、先生は、ここをモデルとして無線配信方式を選択したというような中身で

ございますので、追加して説明させていただきました。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 配信方式、特にこだわらないですけれども、疑問としては、一般的にモデ

ル事業として無線配信方式を取り上げたということになれば、その効果、あるいはコスト含め

て、これを全市的に広めようとするのが一般的だなというふうに思います。モデル地区で無線

配信方式を取り入れて全市的に広めるときに、インターネット方式に変えたと、どうもその辺

がちょっと理解できないんですけれども、その大きな理由は何なんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 林主幹。

○農業振興課主幹（林 秀忠君） お答えいたします。

国営のモデル地区として無線を選択したというところは、無線の方式になりますと、インタ

ーネット回線とか他の要因と言うか、外部の要因なく基地局の無線を通して外を通らずに直接

トラクターに情報を伝達できるということがありまして、インターネットのトラブルとか、そ

ういうことがない中で、ロボットトラクターの実験とか、そういったものが安定的にできると

いう電波の問題で無線方式をモデル地区では採用したという経過がございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） モデル地区でやったのは、いわゆる無人操作に使うので、無線配信方式の
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ほうが効果的だということでやったと。ほかの地区はそこまで至らない。ただ、インターネッ

ト方式で、その操作だけをするということでインターネット方式を採用したということでいい

んでしょうか。そういう理解ですか。

○副委員長（国忠崇史君） 林主幹。

○農業振興課主幹（林 秀忠君） インターネット方式でもロボットトラクターとか、無人運転と

いうのは技術的に可能ではあるんですけれども、今、北大の野口教授のほうでやられている試

験の関係上、ほかの要因が試験の中でインターネットの不安定とか、そういうものを取り除い

た中でやったほうが試験的に確実にできるということがあって、モデル地区では無線方式とい

うことになっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） はい、よくわかりません。

それで、中山間事業で今進めているんですけれども、恐らく農業者に対して説明をして、費

用負担もありますから説明をして希望を上げてもらうと、そこに、その人方がこの方式を採用

するということだというふうに思うんですが、先ほど言った地区の中で何戸の農家が希望をし

ているのか。

それから、トラクターに限らず、例えば田植え機だとか等々も含めてあるんだと思うんです

けれども、今回のインターネット方式でやる、中山間事業でやるこの方式については、トラク

ターに限定をしているのかどうか、その辺も確認をしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 林主幹。

○農業振興課主幹（林 秀忠君） お答えいたします。

まず、利用状況についてですけれども、アンケートというか、利用状況、現在多寄の基地局

を立ち上げたときの立ち上げ時の構成員というか、人数につきましては４名となっております。

その後、利用者が増えるというような見込みのほうは聞いておりまして、来春には10名ぐらい

になるんじゃないかということでは、利用組織のほうからは聞いております。

あと田植え機とかコンバイン等、トラクター以外の機器につけられるかどうかという点につ

きましては、ＧＰＳのガイダンスシステム自体は、ほかのものにもつくように聞いております

ので、ただ、取りつけ方法とか、今後どのようにしたらいいのかというような、なかなかトラ

クター以外でつけているという事例がないものですから、その辺はメーカー等と利用者の希望

を聞きながら検討というか、推進してまいりたいと考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） この方式、３月に申し上げましたけれども、今回も申し上げておりますけ

れども、非常に大きな効果が期待できますので、その辺をきちっと説明をして、これを普及さ

せてほしいと。先ほど言った地区にとどまらず、全市的な取り組みとして進めてほしいという
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ことを申し上げまして、この質問を終わります。

続いて、種子馬鈴薯採種圃設置事業についてお伺いしたいと思います。

26年度で種子馬鈴薯が本市で、３戸で830アール、８町３反の作付がありました。言うまで

もなく馬鈴薯については、本市の畑作作物の中で重要な作物の１つであります。26年度の食用

馬鈴薯の作付実績を見ますと110ヘクタール程度、約110ヘクタール程度だというふうに思いま

すけれども、この種芋がカバーする面積が約61％というふうに聞いています。あとの残りは当

然管外から導入をされているわけでありますけれども、種芋は植物防疫法に基づく管理、ある

いは道の種馬鈴薯生産販売取締条例などによってしっかり管理をされているということと、最

近生産者が高齢化によって面積が減少しているという経過にあります。ピークで恐らく20町ぐ

らいの種芋生産があったわけですけれども、今、昨年からも１町以上減っていますし、26年、

先ほど言いました８町３反程度ということで、このまま推移すると、種芋生産者が皆無になる

心配があります。安定的に馬鈴薯生産する上では基本となる種芋の生産が欠かすことができな

いかと。全道的に見ましても生産者の高齢化によって面積が大きく減少しているというのが実

態であります。このまま推移すると、馬鈴薯生産に大きな影響があるということでありますの

で、この事業について、10アール当たり１万円ですか、作付面積に応じて支援をしているとい

うことですけれども、このことも大事なことでありますけれども、今後、この種芋の生産を安

定的に確保するためには、特にＪＡと協議をして、更に北海道初め関係機関と基本的な協議を

進めて、この種芋生産に有効な対策を打つべきだというふうに思っています。これに対する見

解をお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 今、大西委員のほうから話があったとおり、畑作経営、とりわけ本市

はビート等含めて根菜類として重要な作物ということで位置づけておりますから、輪作体系上

も欠かすことのできない作物というふうに認識しております。生産者もピーク時から比べれば、

種子馬鈴薯の生産者も減ってきているという状況でありますので、これは抜本的な部分で、や

っぱり高齢化だとか、あるいは労働者の不足だとか、労働力不足だとか、いろいろな要因が重

なって今日まで減ってきているんだろうというふうに考えておりますので、ここを乗り越えて

ある程度安定的に種子を確保していくために、当然ＪＡと、あるいは北海道と協議を進めてい

きたいというふうに考えておりますし、この部分については、馬鈴薯のシストセンチュウだと

か、そういった問題も各地で出ておりますから、抜本的な対策を含めて、そういった防疫体制

も含めて今後北海道と連携を図りながら、あるいはＪＡ生産連と連携を図りながら進めていき

たいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 今、経済部長が言われるとおりだというふうに思います。

それで、これは暗に種芋生産農家に面積を増やしてくれと言ってもなかなか困難であります
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から、まず、一番先は所得の確保が重要でありますし、次、この扱いについては、従来は秋に

収穫した種芋を、その年に、馬鈴薯の生産農家に渡して、生産農家が個々に貯蔵したという経

過がありますけれども、最近は翌年に配布するということですから、この貯蔵に係る負担、そ

れからもう一つは、収穫をして選果をする負担などがありますし、もう一つは、先ほど言った

防疫法に基づいて管理されていますから非常に手間がかかるという作物なんで、先ほど言った

ように、この実態を承知して根本的な対策が必要だというふうに思いますので、これを申し上

げまして、私の質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。

○副委員長（国忠崇史君） 農業費について、ほかに御発言ございませんか。渡辺英次委員。

○委員（渡辺英次君） それでは、私のほうから、めん羊振興事業について質問させていただきた

いと思います。

皆様御承知のとおり、士別と言えばサフォーク、サフォークと言えば士別、そして今年は更

にひつじ年ということもありまして、平成26年、27年度とＰＲ事業のほうに市のほうも大変力

を入れて推進しているところでございます。

そんな中で、私も実際にＰＲという部分ではあちこち現場に顔を出して見ているんですけれ

ども、インターネットの普及とか、スマートフォンの普及も含めて効果があるのかなというこ

とで、ここ数年本当に飛躍的に販売売上のほうも伸びているという、そんな感じを非常に感じ

ております。そういったことを考えますと、今後の生産の部分でまだまだ士別も課題が残って

いると思いますので、そういった観点から今回幾つか質問をさせていただきたいと思います。

それでは、まず初めに、ここ近年における羊の出荷頭数の推移についてということで、成果

報告書には市内出荷分で過去３年ぐらい見ましても150頭は出ているというのはわかるんです

けれども、市内外も含めて、実際に士別市産のサフォークの羊が出荷されている頭数をお知ら

せください。

○副委員長（国忠崇史君） 上川畜産林務課主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

近年における出荷頭数ですけれども、24年度から26年度までの３カ年の推移と市内、市外の

出荷状況につきましては、部位ごとの販売などありますので、１頭で販売できないケースもあ

るため、おおむねの割合でお答えさせていただきます。

まず、24年度の出荷頭数につきましては418頭で、市内が50％、市外も50％となっておりま

す。25年度の出荷頭数につきましては475頭で、市内が46％、市外が54％であります。26年度

の出荷頭数につきましては555頭で、市内43％、市外57％となっているところでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、ありがとうございます。

出荷頭数も増えているということが見受けられるのかなと思いますが、そこで、成果報告書

を見ますと、飼養農家、農家の戸数も記載されているんですけれども、26年度の成果報告書で
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は、これまで、ここ近年６戸の生産者がいらっしゃったんですけれども、５戸になったという

ことで、それにおける出荷に対する影響といいますか、そういったものはあったのかどうかお

知らせください。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

飼養戸数につきましては、25年度が６戸でありまして、その後、法人２戸が休止をしまして、

27年度には４戸となる見込みでありました。そのような状況ではありましたけれども、めん羊

牧場で勤めていた方が、法人が取りやめた畜舎を借り受けまして新たな飼養農家となったこと

で、現在飼養農家は５戸のままとなっております。市におきましても、就農時に多額の初期投

資がかかるということもありまして、その負担を軽減することを目的に補助制度を設けまして、

今回就農時に、めん羊等にかかる費用については支援したところでございます。今回につきま

しては双方タイミングが合ったということもありまして、居抜き継承が円滑に進んだところで

ございます。総体的な頭数についてはおおむね維持されまして、供給体制への影響は小さかっ

たものと考えているところでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、わかりました。そのまま引き継いでやっていただいているというこ

とですね。

それで、そこで今後の展望といいますか、士別市におけるサフォーク種をどのくらい拡大さ

せていくのかという観点で少し考えてみたいんですけれども、今年27年度も現状的に市内販売、

市内流通の部分が予想以上に販売が伸びているというお話も聞いていますし、なかなかその士

別産のサフォーク肉が手に入りづらいと、そういった声も少し耳に入るようになりまして、今

後、その生産体制含めまして拡充といいますか、少し大きくしていかなきゃいけないのかなと

いう考えも持っております。

そこで、今御答弁いただいた中で、今年度から新たな補助金を出している、そういうことも

踏まえまして、今後頭数を増やしていくにはどうしたらいいのかというような内容なんですけ

れども、さきに行われました常任委員会で、この地方創生総合戦略の中ですけれども、飼育頭

数のこれからのＫＰＩですね、目標値も書いていますし、あと戸数も書いていたんですけれど

も、この戸数見ましたら、委員会のときも質問させていただいたんですけれども、今年度は１

件増えたということわかるんですけれども、2016年、17年、18年、19年と、2017年を抜いては

毎年１つずつの生産農家を増やしたいんだという目標になっております。

それで、今御答弁いただいた士別市サフォーク種めん羊生産基盤整備費補助金交付というこ

となんですけれども、実際にこういった内容の補助が今年の６月からですか、５月からですか、

実施されているようですけれども、実際に新たにめん羊を飼おうと思ったときに、なかなか設

備投資も正直相当かかると思いますし、先ほどの目標値のＫＰＩのほうにもかかわってくるん



－103－

ですけれども、なかなか簡単に１戸ぐらいずつ生産農家が増えるともちょっと思えないんです

けれども、今の段階で市としてはどのような考え方をお持ちでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えします。

地方創生のＫＰＩも含めて、今後どのように新規飼養者を増やしていくかという部分だと思

いますが、今、委員おっしゃられるとおり、そんなに簡単なものではないというのは十分認識

しております。

ただ、過去士別市が進めてきておりますサフォークランド士別というまちづくりにおいて、

この羊、サフォーク種を守っていくということは大前提の中でまちづくりを進めていかなけれ

ばならないというふうに考えておりますので、この部分、新規飼養者を増やすための方策とし

ては、１つは、地域おこし協力隊が、今制度がありますけれども、今も、現在２人の方の地域

おこし協力隊がいらっしゃいますが、この方が今後新規に独立をしていく、または来年以降も、

地方創生の中に組み込まさせていただいておりますが、新たな飼養羊舎の建設ですとか、そう

いったことも含めて地域おこし協力隊も活用しつつ新規飼養者を増やしていきたいというふう

な考え方です。

これに基づいて、飼養頭数のほうも今現在よりも性雌頭数を多くしていくことによって生産

頭数も増えていくというような中で、今の供給体制よりも強化ができるんではないかというよ

うな中で考えてきております。これについては、羊と雲の丘観光株式会社が今大きくやってお

りますので、そこをベースに考えていければなというふうにも考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 渡辺委員。

○委員（渡辺英次君） はい、ありがとうございます。

実際、今年度から始まった補助金の関係ですけれども、例えば今お話があったように、今地

域おこし協力隊でいらっしゃる方が独立するといったときに、例えば新たに自分で事業を始め

るときに、もちろん羊舎もそうですけれども、例えば羊も買わなければいけない、当初ですね。

全て初期投資でかかる費用に対して、例えばこの補助金を利用したと、それでも例えば足りな

い場合は当然借り入れをするような形になると思うんですけれども、じゃそれ何年で償却でき

るのかと考えたら、正直その羊に関しては、やはり生産性が低いものですから、なかなか難し

いものもあるのかなと思うんですよね。

そういった意味で、せっかく前段この補助金のお話も説明いただきましたが、すごく有利な、

ほかの町と比べたら有利だということもよくわかるんですけれども、実際にやる方にとって、

それで本当にやっていけるのかということも改めて協議をしながらやっていかないと、なかな

か生産量を増やしていくということが難しいのかなと思うんですけれども、今年できたばっか

りのこれは要綱ですね。ですけれども、少しそういった部分を含めて、今後一番近い方で言う

と、多分地域おこし協力隊の方が近いうちに独立される可能性は高いと思うので、そういった
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方含めて、実際にやる場合、可能なのかどうかというのも含めて、また更に検討していただい

たらいいんじゃないのかなと思うんですけれども、その辺どうでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

私のほうから、補助の制度なりを説明させていただきます。

市の補助もありますけれども、国のほうでも畜産クラスター事業などで支援制度を設けてお

りまして、また、家畜の施設であったり、排泄物の管理施設であったり、整備できるものであ

りまして、対象としましては、一定規模以上であったり、畜産を主として営むのか、あとは農

業法人などの多くの要件はあるんですけれども、めん羊農家も支援対象にはなっているところ

でございます。

市の補助につきましては、新規飼養者の確保と育成ということで、小規模から受けられる制

度として創設をしているところです。主なこの制度の対象としましては、常時20頭以上のサフ

ォーク種めん羊の飼養をするものとしまして、内容としましては、飼養管理する畜舎の建設、

または改修、取得に係る経費の２分の１以内の額で補助限度額が150万円、農業用車両等の購

入に係る経費の２分の１以内の額で補助限度額が150万円、めん羊導入に係る経費の３分の２

以内の額で補助限度額が250万円ということになっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えします。

今の新規就農者の就農した後の経営の部分ですとか、そういったことに関してですけれども、

当然めん羊だけでの専業というのはなかなか厳しいというのは、委員も御存じだというふうに

思っております。この部分につきましては、やはり専業だけではなくて、副業、他業種または

農業の部分、例えばハウスを使った施設園芸ですとか、そういったことも含めて複合的にやる

べきかなというふうにも考えております。めん羊の部分につきましては、夏場は昼間の時間帯

というのはある程度時間がとれますけれども、冬場になると、出産時期のピークが入りますの

で、冬場がすごく忙しい時期というふうになりますので、そういった意味では夏場の農業に取

り組む、または農業に係る収益によって１年間の経営が成り立つというようなことも考えられ

ますし、そのほかに他業種もあわせて、幾つかの業種を組み合わせて１年間というようなこと

も考えていかなければなかなか難しいかなというふうに思っていますので、そういう部分は今

後新規就農される方々とも、ともに一緒に考えながら経営については進めていかなければなら

ないかなというふうにも考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 農業費について、ほかに御発言ございませんか。松ヶ平哲幸委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） バイオマス資源堆肥化施設の管理費についてお伺いをしたいと思います

ので、お願いいたします。
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まず、この施設、生ごみ、野菜残渣、下水汚泥を堆肥化にして、循環型社会の形成に向けて

ということでスタートしました。26年度が１年間フルに活動したと、動いたということで、そ

れで、その実績をもとにお聞きをいたします。

その前に、この施設、供用開始以降に、この施設の本体である機械、加圧混練機なんですけ

れども、これを途中で入れかえたというふうにお聞きをしたんですけれども、その本体の機器

を入れかえなければならなかった要因と、それに関する費用負担は一体どこでやったのかお聞

きをしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 上川バイオマス資源堆肥化施設主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

堆肥化施設の加圧混練機は、原料とおがくずなどの副資材を同時に投入する機械でございま

して、プラントの中心となる設備でございます。施設では供用開始当初から士別下水処理場と

朝日浄化センターの下水汚泥を受け入れておりましたが、このうち士別下水処理場の下水汚泥

は、事業者が想定していた以上に粘性が強く、機械内に押し込むスクリューに汚泥が巻きつき、

処理に苦慮したところでございます。その後、建設事業者は投入量や副資材をかえるなど対策

を施してきたところですけれども、一向に改善されない状況でありまして、平成26年２月に、

建設事業者から加圧混練機の一部を改修したいとの申し出がありまして、押し込みスクリュー

を１本から２本に増やす改修をしたところでございます。この改修によりまして、２つのスク

リューが重なることで付着が取り除かれ、機械内に押し込むことができるようになったもので

ありまして、その後は適正に処理ができているものでございます。

その費用に関しましては、堆肥化施設の建設に当たって、総合評価、一般競争入札による設

計施工一括発注方式を採用し、建設事業者は処理能力など性能保証事項を保証する責任を負う

ものとしておりまして、その期間につきましては、性能確認後730日としているところでござ

います。今回は保証期間中でありましたので、保証事項の処理能力と処理機能を満たすことが

できないという事例でありましたことから、建設事業者の責任で改修工事を行いまして、その

生じた費用につきましては、建設事業者が全額負担したものでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 総合評価方式によって、設置事業者の責任においてということで取りか

えていただいて、その後スムーズにいっているようですので安心をいたしますが、ただ、その

一部を入れかえたということになると、当初計画をしていた、例えば維持管理費なんかの数字

も計画とは違ってくるのかなというふうに思いますが、１年間フル活動した結果、特に、モー

ターやなんかがよく使っていますので、電気料金や冬場に使う軽油使用料など、当初計画との

比較はどうなっているのかお聞きをしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。
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維持管理費につきましては、まず、電気、軽油ということですけれども、単価が変動を生じ

ておりますので、これにつきましては数量でお答えさせていただきます。

まず、電気の使用量につきましては、提案が13万9,377キロワットアワーで、実績につきま

しては17万6,220キロアワーとなっております。３万6,843キロワットアワー増加しておりまし

て、その要因としましては、プラント稼働に係る電気使用量のほかに、袋詰め機や休憩室の暖

房などの電気使用量が増加したものと考えております。

また、この加圧混練機の改修によるものかというところですけれども、加圧混練機のモータ

ーはそのまま利用しておりまして、改善によってスムーズに処理ができることによってモータ

ーの負荷が低減されたということもありますので、改修による影響はなかったものというふう

に考えているところです。

軽油の使用量につきましては、6,480リットルで、実績が8,836リットル、2,350リットルの

増加となっております。その要因としましては、小型ホイールドーザーを１台増やしたことに

よる燃料使用量の増加というふうになっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 使用量でお答えをいただきましたけれども、それも金額にすると、そう

そう大きな差はなかったんだというふうに思っております。

３点目なんですけれども、１年間フル活動して、実際生ごみなどの原料の受け入れがその計

画と実績、そして、それででき上がった堆肥生産量の実績なんかもお聞かせいただきたいと思

います。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

原料につきましては、まず、家庭系生ごみにつきまして、計画が1,330トンで、実績が1,060

トン、計画量の80％に減少しております。事業系生ごみにつきましては、計画1,215トンで、

実績が670トン、計画量の55％となっております。野菜残渣につきましては、計画が419トンで、

実績が900トン、計画量の111％に増加しております。剪定芝、計画191トンで、実績が43トン、

計画量の23％に減少しております。生産実績ですけれども、生ごみ堆肥のキッチンりぼんは120

トンで、下水汚泥堆肥のエコみち君は385トンとなっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 今、生ごみ、野菜残渣、剪定芝をお聞きしたんです。下水汚泥、出てき

ました。

○副委員長（国忠崇史君） 数字の部分はゆっくりしゃべって構いません。上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

下水汚泥につきましては、計画が808トンで、実績が900トンで、計画量の111％に増加をし
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ております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 当初計画等の中で、相当その区分によっては差があるんですけれども、

例えば生ごみの事業系が55％というのは、これだけ大きく減った要因というのはどういうとこ

ろにあるんですか。当初の計画が甘かったのかもしれませんけれども、どこら辺が55％にとど

まったというふうに考えていますか。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

事業系生ごみの計画量を下回った要因ですけれども、当初、食品加工場から出てきた生ごみ

については、この計画量のおおむね半分程度入ってくる見込みを立てておりました。そうした

実績をもとに追っていたんですけれども、実際始まるころには、その食品加工をしている会社

の事業が縮小したことによりまして大幅に減少したことが一番大きな要因というふうに考えて

おります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） それから、この施設、生ごみや下水汚泥、特に下水汚泥からできた堆肥

は国の基準内といえども圃場に適さないという部分もあるということから、数年かけて、その

圃場での調査をするというふうに言っておりましたが、その調査のほうと、２年になるんです

か、１年しかたっていないところあるんですけれども、その結果と、あわせて、この施設の建

設時から地元では相当気にをされていた臭気問題も心配されていましたので、これまでの臭気

検査の結果等あわせてお聞きをしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

まず、堆肥の施肥による土壌への重金属の蓄積に関する部分ですけれども、措置調査につき

ましては、平成26年度から同一圃場等で堆肥の散布前と散布して作物を栽培した後の土壌を採

取をしまして、重金属８項目の調査を実施をしているところでございます。調査につきまして

は、３年程度かけまして状況を把握していくことであります。その分析の結果につきましては、

まだ１回目ということで確定ということになりませんけれども、上がっているものがあれば、

下がっているものがあるような状況というふうになっております。

次に、臭気調査の結果につきましては、施設整備に当たりまして、施設からの臭気について

は、悪臭防止法に基づく市区域相当を独自の規制値としまして遵守するということになってお

ります。臭気調査につきましては、アンモニアなどの23項目が対象となっておりまして、施設

の開口部を全て開放して、堆肥の切り返しを行って臭気が一番出るような状況をつくって調査

を行うものです。これまでに６回調査を行ったところ、いずれも基準値を下回る結果というふ
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うになっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） 臭気のほうは基準内ということでいいんですけれども、圃場の重金属の

数値が上がっているものもあれば、さがっているものがあるということでしたので、引き続き

その調査の継続をお願いしたいというふうに思います。

次なんですが、堆肥となってでき上がったキッチンりぼん、エコみち君、この２つの製品の

出荷量と販売実績についてお伺いをしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

出荷量と販売実績ですけれども、まず、キッチンりぼんにつきましては、出荷量は98トンで、

このうち販売量につきましては、ばら売りで46トン、袋売りで47トン、袋の数にしますと2,933

袋となっております。総重量としまして93トン販売をしております。売上額につきましては91

万7,000円であります。下水汚泥のエコみち君の出荷量につきましては280トンで、このうち販

売量につきましては、ばら売りが128トン、袋売りで４トン、袋の数にしますと240袋、総重量

で132トンを販売しております。売上については26万8,000円となっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。

○委員（松ヶ平哲幸君） さっき聞いた生産量から今の出荷量、販売量をお聞きすると、エコみち

君のほうが相当、俗に言う売れていない、出荷されていないということなんだけれども、エコ

みち君とキッチンりぼん、それぞれ単価を変えているんですけれども、やっぱり売れ残ってい

るほうのエコみち君の単価、これをやっぱり見直しをしていく必要があるんじゃないかと、売

れていればいいんですよ。残っているということであれば、やっぱり単価の見直しをすべきじ

ゃないかということと。もう一つは、残っているんだったら、公共施設にもっと活用していく、

例えば自治会の花壇なんかにもどうぞお使いくださいということで無償配布をして、それも市

民還元用になるんではないかというふうに思うんだけれども、そこら辺の扱い方というのもひ

とつできないものかお聞きをしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡バイオマス資源堆肥化施設長。

○バイオマス資源堆肥化施設長（鶴岡明浩君） お答えします。

卸売販売価格につきましては、同様の商品の小売価格を参考にして設定しておりますので、

現時点では適正なものかと考えております。

次に、公共施設の利用につきましては、堆肥化設備の引き渡しに限り一部公共施設や学校の

花壇等に利用されておりますので、さらなる利用拡大に努めたいと思っております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 松ヶ平委員。
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○委員（松ヶ平哲幸君） 今もそれで適正価格だと思ってやっているんだけれども、売れ残ってい

るところから、そこに問題がないかということなので、今すぐ下げますとか、何か結構ですけ

れども、ぜひ売れ残って、残っているんだったら、それは正直言って聞けなかったけれども、

水分調整剤に使っているんだろうと思います。だけれども、どんどんそれが残っていったら、

どこか処理しなければいけないので、なおかつ、ちょっと春先見たら、今年あれだけれども、

結構ストックヤードも別につくっていないので満杯だったんですよ。だから、つくっていかな

ければいけないんだけれども、それが出ていかなければどんどんと残っていくので、そうなれ

ば、もっと売れやすくするために単価を下げるとか、もっと市民還元用に、自治会の花壇の中

に無償配布で使ってくださいということを今後考えていってはどうかということを僕は聞いた

んですけれども。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） この下水汚泥を堆肥化したエコみち君につきましては、まだまだなか

なか市民に浸透していない、あるいは先ほども担当のほうで話しましたとおり、圃場の重金属

の動向がどうかということで、一般の農業者にも利用に至っていないという状況で残っている

ということが大きな要因だというふうに思います。これが畑作、あるいは野菜等でも使えるよ

うになれば、かなり利活用としては扱いやすい堆肥ですので、そういった部分では利活用して

いただけるのかなというふうに思っております。

いずれにしましても、安心して利活用していただけるような調査をこれからも引き続きする

とともに、先ほど話しました公共施設の関係につきましては、これまでもパークゴルフ場だと

か、そういった部分の利用もしていただいておりますし、当然今後環境生活課とも協議をしな

がら、その自治会での活用だとか、そういった部分の道を開きながら安心して使ってもらえる

ような形をつくっていきたいというふうに考えておりますし、あわせて単価の部分につきまし

ては、そういった背景がありますから、今しばらく現行の単価で進めさせていただきながら、

農業者の利活用状況等を見据えながら、そのときに、将来的に単価の動向についてまた考えて

いきたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 農業費について、ほかに御発言ございませんか。井上久嗣委員。

○委員（井上久嗣君） 私のほうからも、そのバイオマス資源堆肥化施設管理費に関する質問をさ

せていただきます。

これは決算書のほうにＪ－クレジット関係のが出ております。これは予算を多分使わなかっ

たということですので、予算書のほうにはのっておりませんけれども、26年度の途中にＪ－ク

レジット登録になったという御報告も受けております。この決算のほうの成果報告書にはＪ－

クレジット制度方法論承認、Ｊ－クレジット制度プロジェクト登録ということで記載されてお

りますが、まず初めに、改めてこのＪ－クレジットという、この制度について御説明を願いた

いと思います。
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○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

排出量取引制度でありますＪ－クレジット制度につきましては、二酸化炭素などの温室効果

ガスの排出削減に取り組む中小企業や自治体などが、法律により温室効果ガスを削減したい大

企業や商品に環境という付加価値をつけたい企業などに、国の認証のもとクレジットという二

酸化炭素を売買する仕組みでございます。これまで大企業などは削減目標を達成するために、

国外から排出権を購入し、国外に資金が流れておりました。この制度によって、国内での資金

循環を促して、中小企業や自治体などの省エネや森林管理などの投資を促進するなど、環境と

経済の両立を目指す制度として設けられておりまして、この制度の期間につきましては、平成

32年度までとなっております。Ｊ－クレジットの実施に当たりましては、国で認定した排出削

減・吸収の考え方が示された60の方法論に基づいて行わなければならないというふうになって

おります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） いわゆるカーボンセットという考え方だと思うんですけれども、実際これ

登録、国の認証する制度ということで今お聞きしましたけれども、この登録によりまして具体

的にどんなような効果があるのか御説明いただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

今回、計画の承認を受けましたＪ－クレジット制度ですけれども、本市の取り組みについて

は、食品廃棄物等の埋め立てから堆肥化や処分方法の変更ということで、埋め立てた場合と堆

肥化した場合のそれぞれの排出量を算定しまして、その差が削減量になるものでございます。

クレジットの認証発行については、平成32年を予定しておりまして、クレジットは489トンＣ

Ｏ２を見込んでいるところでございます。

今回、クレジット認証を受ける効果としましては、一番大きなものとして、クレジットの売

却により資金が得られるということがひとつ上げられるかと思います。

２つ目に、認証を受けることで削減量が見える化されて、本市の積極的な地球温暖化対策へ

の取り組みをＰＲできるということがございます。このクレジットの利用方法の例としまして、

市内のイベントで発生する温室効果ガスを、例えば堆肥化による削減量を充ててカーボン補正

等すると、二酸化炭素を排出しないイベントにすることが可能となります。イベントの価値の

向上や市民への啓発の効果が期待されるものでございます。

３つ目ですけれども、市内に進出している企業に購入してもらいますと、企業の温暖化対策

の推進であったり、環境貢献において本市との関係強化が図られるものと考えられます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井上委員。
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○委員（井上久嗣君） 資金を得られるということで、これ具体的にまだそこの段階まで行ってい

ないということなんで、実際、その489トンを仮に全部売却したら幾らになるかという、そこ

までの段階にはまだなっていないということですね。

○副委員長（国忠崇史君） 上川主査。

○バイオマス資源堆肥化施設主査（上川 学君） お答えいたします。

クレジットの売却価格につきましては、クレジット市場で１トン当たり何ぼということで取

引単価があるんですけれども、それはそれぞれ売買において交渉で決まるため公にはなっては

おりません。ただ、一般社団法人、低炭素投資促進機構では、クレジット量が1,000トンＣＯ２

以上の場合、１トン当たり500円の価格が提示されておりますので、その価格が目安になって

くるものかというふうに考えております。

今回、堆肥化施設の排出量クレジット化された場合については、おおむね500トン程度なの

で、500円にしますと25万円ぐらいの収入が得られるものと考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それでは、Ｊ－クレジットと、今のこの堆肥化施設だけじゃなく、いろい

ろなことが対象になってくるかと思います。士別市は旧朝日町、旧士別市合併して旧朝日町の

広大な森林も有するわけですけれども、そういったことも含めて、今後の本市としてＪ－クレ

ジットを拡大していこうというお考えがあるのか、ないのか、その辺をお答えいただきたいと

思います。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡バイオマス資源堆肥化施設長。

○バイオマス資源堆肥化施設長（鶴岡明浩君） お答えします。

Ｊ－クレジット制度につきましては、提出書類の作成や審査を受けるには業務委託する必要

がございます。その費用につきましては、80万円程度かかると伺っております。このため、国

ではＪ－クレジット活用を推進するため支援制度を設けておりますが、支援要件や回数などに

制限があります。このため、国の支援を受けられない場合は、相当量のクレジットの売却を見

込まなければ経費を確保できないのが現状であります。本市では、今後も環境負荷の低減や省

エネルギーも考慮しながら各種取り組みを進める中で、この取り組みがＪ－クレジットに適合

する場合、国の支援などの費用効果を踏まえながら、Ｊ－クレジットの登録を検討したいと考

えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） そうですね、取る費用と売却の費用もありますので、かけるだけかけて、

それほどでもないというのも困るんですけれども、制度自体は悪いことじゃないので、費用対

効果を考えながら、ぜひ今後拡大に向けて進めていただきたいと思います。

それでは、もう１点、ちょっと基本的なことをお聞きしますが、このバイオマス資源堆肥化
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施設というのは、当初議会の説明の中でも指定管理を想定するという話で事業を計画しており

ましたが、結果的に今直営でやっております。これは今後指定管理、いずれ指定管理の方向に

進めたいんだという方向を今でもお持ちなのか。また、当時、指定管理を断念した原因がある

と思いますけれども、その辺のことも含めましてお答えいただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡施設長。

○バイオマス資源堆肥化施設長（鶴岡明浩君） 私から、バイオマス堆肥化施設の指定管理に向け

た現在の経過についてお答えさせていただきます。

バイオマス資源堆肥化施設は、川西町の北ひびき農業協同組合めぐみの士別に隣接して建設

することから、整備計画の段階においては、北ひびき農業協同組合の指定管理による運営を想

定していたところでございます。市では指定管理の導入について検討を進めてきたところであ

りますが、適正な廃棄物の処理や堆肥の販路確保など体制が確立し、運営が安定するまで直営

にて運営することといたしました。現在、堆肥化施設が稼働してから３年目に入り、廃棄物の

処理において安定的な処理体制が構築されつつあり、堆肥の生産、品質の平準化も順調であり

ますが、安定した販路の確保が課題となっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 今後の指定管理の部分については、私のほうから答弁させていただき

ます。

先ほども松ヶ平委員の質問で答弁いたしましたとおり、この部分については利用する堆肥の

部分、いわゆるエコみち君とキッチンりぼんでありますけれども、この部分の毎年、毎年堆肥

の製造に当たっては堆肥の成分検査だとか、そういった部分を行ってきております。また、土

壌に還元した場合の土壌の影響だとか、それから臭気調査だとかといった形で行ってきており

ますけれども、ここが安定的に、そして堆肥の販路についても安定的にいくといった状況の中

で、今度指定管理のあり方について考えていきたいと思いますので、当面は直営で運営してい

くというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） こちらもそうですし、今環境センターを建築中でありますけれども、他の

自治体、こういった、特に最終処分場、ごみ含めて、収集等々も含めまして民間に、いわゆる

指定管理含めて委託をしているという形が非常に今多くなっていますので、この環境センター

も含めまして、一体的に今後可能なものは民間の活力を導入していくと、そういった全体の考

え方についても含めてちょっともう１回御答弁いただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 中峰総務部長。

○総務部長（中峰寿彰君） それでは、私のほうからお答えをさせていただきたいと思います。

今、バイオマス施設については、経済部長から答弁を申し上げたとおり、販路を含めていろ
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いろな要素を検討しながら引き続き検討ということで、ただいまは井上委員のほうから環境セ

ンターも含めるという話がございました。１つに、これまでも指定管理制度ということではガ

イドラインを設けつつ、民間にお願いできるところはしていこうということでありますし、そ

の中では、例えば行政がやるよりも、より広い効果なりも期待できる場合もありますし、また、

経費等の面でも、民間ノウハウによって節減を図れると、こういったこともあろうかと思いま

す。

一方で、やはり市民の生活にいろいろ直結する部分にかかわるものについては、これはいろ

いろな角度でまた検討も必要だと思っています。したがいまして、確かにその廃棄物処理施設

を含めて、他市においてもいろいろな形での運営形態、これ導入されておりますけれども、本

市は本市なりの中で他の状況なんかを見ながら、一方では市民生活に密着する部分、どういう

あり方がいいのかと、トータルの面でこれは検討して、今お話あったことも含めながら今後検

討してまいりたいと、そういうふうに思います。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） それでは、第２項林業費について御発言ございませんか。大西 陽委

員。

○委員（大西 陽君） それでは、林業振興費の有害鳥獣被害防止対策事業について質問させてい

ただきます。

ここで、ヒグマ捕獲用箱わな管理業務80万という内容になっていますけれども、これの内訳、

内容について、まずお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 木村畜産林務課主査。

○畜産林務課主査（木村哲晃君） お答えいたします。

ヒグマによる農業被害の防止と市民の安全確保のため、平成22年度から北海道猟友会士別支

部へヒグマ箱わな管理業務を委託しているところでございます。委託内容につきましては、ヒ

グマの目撃が多発し、被害が集中している場所に設置しました箱わなの巡回が主な内容であり

まして、朝日地区、上士別地区、温根別地区、それ以外の地区の計４地区におきまして、１地

区当たり１日4,000円の委託費となっております。平成26年度の実績につきましては、朝日地

区で４カ所、上士別地区で４カ所、多寄地区で１カ所の合計３地区９カ所へ箱わなを設置して

いるところでありまして、７月30日から10月31日までの設置期間におけます延べ設置日数は222日

となっておりまして、決算額は88万8,000円となっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） ９カ所の箱わなで１日4,000円の管理料ということだと思いますけれども、

猟友会の皆さんに委託をしているということなんですが、猟友会の皆さん、本業を持ちながら

の管理業務だというふうに思います。この4,000円が適正なのかどうかという判断をどうした

のか、その根拠をちょっとお伺いしたいと思います。
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○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡畜産林務課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） お答えします。

4,000円の根拠につきましては、わなの数につきましては複数ございますけれども、基本的

に１地区を巡回するに当たり、１回当たりの車の燃料代、消耗品、その他運転手に係る経費等

を勘案して巡回１地区当たり4,000円としております。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） いわゆる係る実費を参考にして算出したということなんですけれども、先

ほど言ったように、猟友会の皆さん、本業を持ちながら、その暇を都合してこの管理業務に当

たっているということですから、実費だけでその管理業務を委託するということは、私個人と

してはちょっと少な過ぎるんでないかという気はしますけれども、その辺の見解はどうでしょ

うか。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） お答えします。

確かに、このわなの巡回につきましては、基本的に万が一わなにかかった熊がいた場合の処

理につきましては、また別経費となりますけれども、それ以外にも、経費的にはかかる、猟友

会には御負担がかかっているものかと思っております。だからと言って、ほかにそのような有

害鳥獣、特に熊に関して対応できる組織的なものはございませんことから、猟友会のほうにお

願いをしているところでございます。経費につきましては、現在のところ4,000円が適切とは

考えておりますが、今後もそのような価格が適切かどうかについては、猟友会とも協議しなが

ら検討してまいりたいと考えております。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 今言われたように、猟友会としっかり向き合って協議して、この辺適正な、

いわゆる報酬を決めていただきたいというふうに思います。

それから、箱わなの件なんですが、９カ所今設置しているということなんですが、箱わなも

相当作成から年数が経過をして、一部老朽化をしているという話を伺っております。それで、

熊の生態詳しくありませんが、熊が学習能力あるかどうかわかりませんけれども、外から容易

に箱を曲げて餌をとるという話を聞いております。それが事実だとしたら、この箱わなについ

ても新しくつくるか、あるいはしっかり補強するかの手段が必要だというふうに思うんですが、

この点は熊が容易に外から餌をとっていってしまうという事実があるのかどうか。それから、

先ほど言ったような、その後の処理についても、あわせてお願いをいたしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） お答えします。

まず、熊がわなを壊してしまう、そのような事例につきましては、当時市のほうで平成21年

に６基を購入した際にかけたところ、想定よりもヒグマの力が強いということで、おりの枠に

ついて変形したという事例がございます。これにつきましては、その後、わなの枠の部分を補
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強なりして対応したところでございます。

また、その次にありました外から餌をとられるという事例につきましても、その当時、そう

いうような事例はございました。それにつきましても、その時点で餌のある近くにつきまして

は、網を張って侵入できないような形で対策をとっております。その後、今年度に入りまして、

今度はわなの上部から手を入れてた餌を引き上げるというような事例がありました。これにつ

きましても、上の部分に更に網を張るなどして対応するようにしております。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 要するに、横から、上から手を入れてやると、通常そんなに簡単に、熊の

大きさによりますけれども、簡単におりの中に手を入れるということはできないんだというふ

うに思いますけれども、これは網でカバーするという、そんな手段で果たして熊大丈夫なんで

しょうか。これちょっと疑問なんですけれども、その辺ちょっと確認させてください。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） このわなの本体につきましては、外側の枠と、あと中の鉄線の、

いわゆるおり状の形のものでできております。そのおりの鉄管につきましては、十分な補強は

されております。ただ、その間につきましては、一定程度の間隔がございますので、そこの部

分に熊が手を差し込むというような形になっております。したがいまして、手が差し込めない

ように、餌の回りの部分につきましては、鉄の網で覆っているというような形になっておりま

す。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） その処置をしているということはよくわかるんですが、その熊がおりの中

にうまく捕獲をしたと、先ほど言ったように、猟友会の皆さんが管理に行くわけですね、その

外から手を入れるということは、中からも手を出せるということでないでしょうか。危なくな

いですか、これ。どうなんでしょうか。その辺確認させてください。

○副委員長（国忠崇史君） 鶴岡課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） 確かに、その鉄線の間から手を出すという行為になります。ただ、

おりの中に熊が確保された場合、その処置につきましては、現状、猟銃により外から撃つとい

う形になります。その際、余りそのような鉄パイプが多くなりますと、その間に今度猟銃を差

し込むわけではないんですけれども、外から撃つ場合に、その鉄線にはね上がって、今度その

危険が増すということで、一定程度の間隔がなければ逆に捕獲した熊の射殺については難しく

なると考えております。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） その経過よくわかりませんので、いずれにしても、そういう事例があるわ

けですから、箱わなについてもしっかり補強をして、点検をして使っていくべきだというふう

に思います。

それから、熊について、これも直接地区の方から話を聞くわけですけれども、最近、熊の生
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息地に餌がないのかどうかわかりませんが、民家の近くまで熊が来るという話を聞きます。例

えばデントコーンを相当荒らして被害をこうむると。ただ、農作物が残念なことでありますけ

れども、被害を受けるのはまだいいんですけれども、この生態によって民家に近づいて人的被

害が出ると大変ですから、この辺はよく調査をして万全に熊の被害に遭わないような、そんな

対策をとるべきだというふうに思います。

続いて、エゾシカなんですが、昨年から捕獲数が349頭減少しております。これはいろいろ

な見方あるわけですけれども、今までの駆除の効果が出たのか、あるいは別な要因があるのか、

あわせてお尋ねをしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 木村主査。

○畜産林務課主査（木村哲晃君） お答えいたします。

平成26年度の捕獲頭数の減少要因としましては、拡大する農作物被害を防止するため、平成

22年度から市独自で取り組んでおります１頭１万円の助成により捕獲が促進され、エゾシカの

固体総数が減少したことが１つの要因と考えております。

また、そのほかの要因といたしまして、中山間事業を活用した電気牧柵の設置によりエゾシ

カの警戒心が強まり、山奥へ移動し、昼間の出没が減少したことも要因の１つと考えておりま

す。

また、農業被害につきましても、平成24年度のピーク時465ヘクタールから26年度には350ヘ

クタールと縮小し、農業被害額におきましても減少傾向にありますことから、エゾシカ駆除対

策における一定の効果があったと判断しております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 駆除対策、一定の効果があるということだというふうに思います。駆除で

なく山に追い込むという１つの捕獲というか、１つの方法だというふうに思います。

一方で、成果報告書には出ておりませんけれども、鹿は少なくなっていますけれども、変わ

ったわけではないんですが、アライグマの被害が朝日中心に増えているという話を聞きます。

このアライグマの被害の状況と、あわせて捕獲の状況について確認をさせていただきたいと思

います。

○副委員長（国忠崇史君） 木村主査。

○畜産林務課主査（木村哲晃君） お答えいたします。

アライグマによる被害状況についてでありますが、ＪＡ北ひびきによる調査結果で申し上げ

ますと、主に朝日地区におきまして、甜菜、カボチャ、スイートコーンなどの畑作物が中心に

被害を受けておりまして、平成24年度で約64万円、25年度で50万円、26年度で同じく50万円の

被害額となっております。

次に、捕獲の状況についてでございますが、農業被害や目撃情報のあった地区を重点に、箱

わなによる駆除を行っているところであり、平成23年度に初めて２頭捕獲して以来、24年度に
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４頭、25年度に２頭、26年度に２頭の捕獲を行っている状況でございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） これはアライグマについては、少し前まで旭川近郊でアライグマが出没し

て被害を与えたと。和寒に来て、朝日に来たと、これは物すごい勢いで繁殖をしているという

気がします。今被害状況についても、ビート、カボチャ、いわゆる甘いものに手を出して被害

を与える。ビートについても、しっかりビートを抜いて食べるということも聞いております。

そういう意味では、エゾシカの捕獲の実績を上げたわけですから、アライグマの駆除について

も万全を期すべきだというふうに思いますので、このことを申し上げまして、私の質問を終わ

ります。

○副委員長（国忠崇史君） まだ質疑が続いておりますが、ここで午後３時15分まで休憩いたしま

す。

────────────────────────────────────────

（午後 ３時０２分休憩）

（午後 ３時１５分再開）

────────────────────────────────────────

○副委員長（国忠崇史君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

質疑を続行いたします。

第３項水産業費については通告がありませんでしたので、次に移ります。

第７款商工費の質疑に入ります。第１項商工費について御発言ございませんか。喜多武彦委

員。

○委員（喜多武彦君） 私のほうからは、ラブ士別・バイ士別運動推進事業についてお伺いをした

いと思います。

概要の中で、農業、商業、工業、消費者連携のもと、地域経済等を活性化させるためのラブ

士別・バイ士別運動を推進する団体に対し補助した。事業主体がラブ士別・バイ士別運動推進

協議会、事業費420万8,000円に対して補助金が300万円と、補助金比率71％と高いわけですが、

この事業について具体的事業と、その成果、評価、分析をお聞かせいただきたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹商工労働観光課主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えいたします。

ラブ士別・バイ士別運動推進協議会といたしましては、先ほど委員のほうからお話のありま

したとおり、市民の我がまちに対する愛着を造成することにより、郷土愛を育むとともに、地

元の農産物、商品、ものづくり技術等の愛着、愛用など、地域の活性化を市民みんなで進めて

いく地域に根差したまちづくり運動ということで、農業、林業、商業、工業、消費者の市内関

係団体により推進協議会を組織して実施をしております。

事業の中身でありますけれども、一番大きなものといたしましては、例年開催をいたしてお
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ります士別市産業フェア、そして、これもここ数年多くの皆さんに御参加をいただいておりま

すけれども、士別再発見バスツアーの実施、そして、士別市技能士会の方々が主になって行っ

ていただいております、匠の伝承事業として行っておりますものづくり教室などなどを行って

おります。

一番大きなメーンイベントであります士別市産業フェアにつきましては、本市の豊富で新鮮

な農作物やさまざまなものづくり技術を見て食べて体験することにより、地域産業の魅力と大

切さを多くの市民に再認識をいただき、地場産品の消費拡大によるまちづくりの活性化を図る

イベントであり、ラブ士別・バイ士別推進協議会において、例年士別市産業フェアアンケート

調査を実施し、主催団体及び出店やステージイベントに出演をいただいた各団体から開催場所

や開催時期、出店内容、出店数、会場レイアウトやステージイベントなどについての意見集約

を行い、その後協議会の中で成果、改善点を分析し、次年度に向けた事業計画を策定しており

ます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 喜多委員。

○委員（喜多武彦君） ありがとうございました。

出店された方等にアンケートをとられて、これから分析をして、次年度以降に役に立ててい

くという話ですけれども、では、来場者からの意見というのは、果たして集約することはでき

るのかどうなのかと。恐らくそこにアンケートの用紙がなければ、難しいと思うんですけれど

も、何らかの形でアンケートをとりながら、そこもやっぱり参加する方もとっていかないとな

らないような気がするんですけれども、その辺はいかがお考えでしょうか。あわせて、もしわ

かれば、来場者数がどのくらいあったかもお聞かせいただければと思いますけれども、お願い

します。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） 委員お話のとおり、これまでの産業フェアを開催するに当

たりましては、先ほどお話しさせていただいたとおり、関係団体、参加団体等々によるアンケ

ート調査については実施をしておりますが、会場内に来場者によるアンケートという大きくア

ンケート用紙的なものは、これまでは設置をしておりません。ただ、参加いただいたアンケー

トを回答していただける団体からは、来場されたお客様の声というのを各ブースで出された意

見なんかもアンケートの中に、お客様から出された意見ではありますけれどもということで、

アンケートの中には記載をいただいているということもあわせてつけ加えさせていただきたい

というふうに思っております。

あと、26年度、今年８月末に実施をしてきておりますけれども、産業フェアが８月最終の日

曜日、そして、その前段に金曜日から、金、土、日の３日間で、総合体育館で実施をしており

ます得の市、これを合わせた来場者数が１万3,000人というふうになっております。

以上です。
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○副委員長（国忠崇史君） 喜多委員。

○委員（喜多武彦君） はい、ありがとうございます。来場者については、出店者のブースの中で

聞き取りをしてというお話でした。

私、なぜこの事業を聞きたいかと言いますと、産業フェアという話があったんですけれども、

産業フェアというのは士別のイベントの一番、いろいろなイベントの中で、やはりいろいろな

団体がかかわる、そして、もちろん農業、商業、工業、消費者という、連携という話があった

んですけれども、出店の側から見ても、市内、市外問わず参加をされているみよし市であった

り、川内村であったり、あるいは愛媛大とか、トヨタ自動車だとか、いろいろな団体が出てい

るわけですから、これが何といいますか、きちんとその団体それぞれが連携を取り合っていく

ことによって、いろいろなほかのイベントに役立てる１つの手法として非常にいい事業だなと

いうふうに思っているんですね。

ただ、やはり、先ほどブースのほうで聞き取りをしたというんですけれども、本当にその来

場者がどこまで、どういう意向をそこに反映できるのか。行くため、足を運ぶための手段とし

て、いろいろ足の確保だとかも含めてあるとは思うんですけれども、朝日地区だとか、市内以

外からどのぐらい来ているかも含めて考えていく必要があって、よそから来る人の足の確保を

これからやっぱり考えていく必要もあると思うんですけれども、その辺はどういうふうにお考

えなんでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えいたします。

まず、士別中心部以外の方々の足の確保というところにつきましては、なかなか、当然皆さ

ん車ではないというところも含めて考えますと、例年産業フェアの直前に全戸配布をさせてい

ただく、この全戸配布の方法につきましては、新聞の朝刊折り込みという形をとらせていただ

いておりますけれども、こちらのチラシの中に市内の、これは特別のバスではなく、定期バス

の中で産業フェアに来られる方々が御利用できるバスの利用券というものをそのチラシの中に

つけております。それを乗車のときに提示することにより無料という、お客様については、来

場される方につきましては、経費を負担のない中で産業フェアに参加できる方法という形をと

ってはおります。

ただ、市外、士別市以外の方につきましては、なかなかそういった機会もありません。また、

車の駐車場につきましても、今の、現在の中でもなかなか手薄と言われる状況もあろうかと思

いますが、今後につきましては、市外から来られるお客様方々の駐車場の確保等々については、

検討課題として協議をしていかなければいけないと考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 喜多委員。

○委員（喜多武彦君） ありがとうございました。

やはり夏の時期の週末というのは、非常に限られた時期であって、各種イベント、皆さんや
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りたいイベントがあるわけですけれども、そこを取り合いになっているわけですよね。このイ

ベントについては、先ほども話がありましたけれども、得の市との連動もあります。この後、

やっぱりもう一つ考えるべきは、市内中心部のイベントをやっている中において、市内中心部

との連携をこの先も考えていく必要はあるとは思うんですけれども、その辺はいかがお考えで

しょうかお伺いします。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えをさせていただきます。

開催場所及び日程につきましては、こちらの場所、日程については、アンケートでの各団体

からの御意見等々をこちらも伺っております。そういった中で、推進協議会のほうで議論をし

決定をしてきているというところであります。

まず、開催場所につきましては、得の市との一体を図るという意味合いで、体育館西側で26

年度までは実施をしてきております。これは産業フェア会場から得の市会場への動線がスムー

ズであるということで、産業フェアと得の市両方の会場に参加することが容易であるというこ

とで一定の成果があったというふうに考えておりますが、問題点としましては、現在、体育館

西側の駐車場が砂利であり、車椅子やベビーカーなどの進行が困難であるとの意見がアンケー

トや協議会の中での意見としても出されております。協議会においては、アンケート結果を分

析、協議する中で、車椅子やベビーカーで来場される方々の動きやすさというところを第一に

考え、双方の共通の駐車場として中間、体育館と中央公園両方を駐車場にしてきたわけですけ

れども、その中間である総合体育館西側に駐車場を設けることで、産業フェアと得の市の一体

感、それは損なわないのではないかという判断をし、また、駐車場をイベント会場として使用

し、中央公園を駐車場として使用してきたということもあり、本年度より中央公園をイベント

会場とし、総合体育館裏の駐車場を産業フェアと得の市共通の駐車場としてきているところで

あります。

また、開催時期につきましては、例年８月最終日曜日というふうな形で実施をしてきており

ます。今まで、先ほどお話あったとおり、各それぞれの団体のイベントと重なるということも

あり、そういった中でいけば、早い段階での決定というところを目指しまして、例年５月に行

いますラブ士別・バイ士別運動の総会の中で決定をし、少しでも早く皆さんに産業フェアの日

程の周知というのを図ってきているところではあります。

そのほか、少数意見ではありますけれども、アンケート結果の中では、地元の農産物が多く

出品できる９月末から10月上旬に実施をしてはどうかという意見ですとか、士別市以外の近隣

地域での各イベントとの重複がないような形で、そういった近隣地域との調整も図りながら実

施時期については検討すべきではないかという意見もありますことから、現在、27年度のアン

ケート結果については集計作業を行っておりますので、この後、推進協議会において開催日、

そして開催場所についても再度協議をすることといたしております。

以上です。
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○副委員長（国忠崇史君） 喜多委員。

○委員（喜多武彦君） はい、ありがとうございます。

最後に、中央公園を使うことについてちょっとお聞かせいただきたいんですけれども、実は、

よその、近隣の市長さんがイベントで士別を訪れる際に、中央公園で今回はやっていますけれ

ども、ほかのイベントについてはよそでやっていたりするがあって、できればイベントという

のは１カ所で、少なくとも１カ所、あるいは近隣を含めて、やっぱり集約してその場所でやる

のがいいんでないですかという意見を伺ったり、じゃ、この場所はどこですかと聞かれる方が

いらっしゃるんですね。そういう意味において、中央公園という場所の選定をきちんと捉まえ

ながら、そこでイベントを集約していくという考えを持っていったらいいんではないかなと思

うんですけれども、その辺についてはいかがでしょうか。ほかのイベントも含めてなんですけ

れども。

○副委員長（国忠崇史君） 岡崎商工労働観光課長。

○商工労働観光課長（岡崎浩章君） お答えいたします。

イベントはいろいろな実行委員会があって、それぞれの思惑でそれぞれの会場を選んでいる

というところがございます。ただ、確かに委員おっしゃるように、なかなか会場がわかりにく

いですとかということもありますので、各実行団体といろいろな場面で相談させていただきな

がら、場所をある程度の集約できるかどうか、あるいはほかにどんな方法があるのかというこ

とも含めて相談しながら今後進めてまいりたいと思っております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 今、岡崎課長から話ありましたけれども、例えばビートまつりなんか

は日甜でやるからビートまつりなんで、あれを中央公園でやるということにはならないと思っ

ています。あるいはわくわくフェスタだとか、水郷公園の再開発だとかということで、青年会

議所でやってもらっている部分もあります。だから、そういった、やっぱりイベントの特徴と

いうのもあるし、目的というのもありますので、そこはやっぱりその場所というのを選定して

いくのかなと思います。

ただ、士別市全体でやる、例えばこれからやる雪まつりだとか、そういった部分については、

中央公園という部分で、市民が集える、あるいは中心市街地との連動だとか、先ほど委員が話

をされたとおり、そういった部分の町の活性化だとか、にぎわいだとかといった部分で、可能

な限り中央公園を活用しますけれども、イベントの種類によってはいろいろな場所の選定も今

後出てくるかというふうに思っております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） それでは、商工費について、ほかに御発言ございませんか。大西 陽

委員。

○委員（大西 陽君） それでは、商工費の開発振興対策費、特産品振興対策事業で、地元特産品
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のＰＲとして29万5,000円支出をしておりますけれども、この内容についてお伺いいたします。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えをいたします。

平成26年度の特産品振興対策事業につきましては、各特産品イベント等に使用する、配布を

する資料などの印刷経費として10万円、また、サッポロビール園で開催されます道産子感謝

Ｄａｙというイベントがございますが、これは道内各地域が現地で調理販売を行う中で、調理

販売をする提供品を通して各地域の特産品や地域のＰＲを行うというところで、こちらも参加

をしている中の市の職員の参加の旅費分として４万円を計上しております。

また、北海道日本ハムファイターズ公式戦における特産品の提供として、士別産ラム肉を提

供しています。これは札幌ドーム及び道内の主催試合において、全道各地域の特産品を勝利投

手賞などの副賞として提供することにより、それが球場内のオーロラビジョンや場内放送で告

知されるものであり、観戦に訪れた多くの観客の皆さんに士別市を宣伝する好機となるものと

考えており、特産品の提供費といたしまして15万5,000円を計上しております。トータル29万

5,000円というふうになっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） はい、わかりました。

次の質問に委員長移っていいですか。

○副委員長（国忠崇史君） はい、どうぞ。

○委員（大西 陽君） 商工業振興費の中で、６次産業化推進事業で26年度２件で事業費56万6,000

円、補助金で27万となっています。この事業は商品開発支援、それから販路拡大支援の２段階

で、対象事業費の２分の１を補助すると。ただし、上限が20万ということになっていますが、

今回の２件についての詳細についてお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 椙山農業振興課主査。

○農業振興課主査（椙山賢一君） お答えいたします。

26年度の実績は２件であり、商品開発と販路拡大、２つの補助金がありまして、両方とも商

品開発支援との助成となっておりまして、詳細につきましては、トマト搾り機が７万円、ポン

菓子製造機20万円の合わせて27万円でございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） その中で、この支援を対象事業に決定する場合、申請者から提出された事

業提案書、あるいは計画書を審査会で審査をして決定をするというふうになっています。この

審査会の内容についてもあわせてお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 椙山主査。

○農業振興課主査（椙山賢一君） お答えいたします。
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事業の流れといたしまして、農業者及び団体から相談を受け、その後、実施計画などの提案

書を提出していただき、それに基づいて審査会を行うわけですが、それで承認、または不承認

を協議することとなっております。内容といたしましては、事業計画書にある事業実施の背景、

事業内容、支援内容、事業実施後の展望などを補助金交付要領と照らし合わせながら審査して

いるところでございます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 審査する過程で、その項目はチェックするというのは当然ですけれども、

私がお尋ねしているのは、審査会の、例えば構成メンバーはどうなのか、そういう組織につい

て。

○副委員長（国忠崇史君） 椙山主査。

○農業振興課主査（椙山賢一君） 審査会の構成員なんですけれども、市の経済部部長、市経済部

次長、農業振興課、畜産林務課、商工労働観光課の３つの課の課長、農業委員会の事務局長、

上川農業改良普及センター士別支所及び北ひびき農業協同組合営農課、それぞれから選任され

た方１名ずつの計８名となっております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） はい、わかりました。

それで、６次産業化のこの販路拡大支援ありますけれども、これは先ほど最初に質問いたし

ました特産品振興対策事業、これ双方とも、いわゆる商品ＰＲということで類似をしている感

があります。この辺の整理をして、より効果的な支援をするように検討してみてはどうでしょ

うか。この辺の提案も含めてでありますけれども、見解をお伺いしたいと思います。

○副委員長（国忠崇史君） 岡崎課長。

○商工労働観光課長（岡崎浩章君） 平成26年度の６次産業化推進事業で助成対象となりましたト

マトジュースにつきましては、完成が本年の９月ということもあり、先日和寒町から中川町ま

での道北９市町村が加盟する道北観光連盟が主催する道庁赤レンガを会場とする特産品販売に

士別市も販売し、今回の６次産業化において商品開発されましたトマトジュースを含むトマト

ジュースの特産品販売を行ってまいりました。

また、本市のふるさと寄附におきましても、アスパラ、トマト、メロンなどのほか、スープ

カレーなどのレトルト商品、ジンギスカン、いももちセット、羊毛の手づくり手袋など、本市

の豊富な特産品が活用されています。

今後におきましても、６次産業化事業で開発されました新しい特産品を今までの特産品に加

えて、イベントの参加ですとか、特産品パンフレットの作成、また、常時販売いただけるとこ

ろへの商談などを通じて幅広くＰＲしてまいりたいと思っております。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。
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○経済部長（金 章君） 今回の６次産業の販路拡大と、いわゆる特産品の部分という部分につ

いてでありますけれども、今、岡崎課長から話していましたオール士別として、いろいろな特

産品を扱って、それを１つの品物として販路拡大といった形で進める部分と、農業者みずから

がいろいろなパンフレットをつくりながら販路拡大する場合もありますので、この６次産業化

の部分については、農業者みずからがやる部分については、そういった形で支援をしていこう

と。そして、オール士別としていろいろなイベントだとか、あるいはカタログだとか、そうい

った部分にはその中で反映をしていくということで、一応この単体の６次産業化の部分につい

ては、農業者みずからがやっていく部分について支援をしていくという考え方で創設したもの

であります。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 言っていることは理解をしながら質問します。

それで、６次産業化では、ます商品開発支援、これが重要なことなんですね。時間もかかる

し費用もかかると。そして、６次産業化の支援はこれ一本にして、そして、販路拡大について

は特産品振興対策事業の中で取り組んだらどうだと。農業者が独自でやったものとか、オール

士別の特産品とかとすみ分けをしないで、全て士別の特産品として、この事業にのせたらどう

だと、そのほうが濃密的な支援になるんでないかという提案です。どうでしょうか、これ。

○副委員長（国忠崇史君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） この制度につきましては、昨年創設したばっかりなんで、まだ26年度

で実績２件、27年度については１件が今進めているところでありまして、今後その部分の活用

状況だとか、それから、その大西委員からお話がありましたとおり、特産品の開発に時間がか

かるだとか、複数年かかるだとか、あるいは複数の商品がラインナップの中で今後あわせて考

えていくだとかという部分も出てくるかと思いますので、そういった部分の動向をちょっと押

さえながら、将来的にそういった部分を視野に入れながら、現行は、とりあえず当面はこの制

度を活用していただくということで進めてまいりたいと思いますけれども、そういった事案が

出てきた際には、また検討を加えていきたいというふうに思っております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） うまく答弁されて、何となく理解に苦しむんですけれども、提案ですから、

率直に受けて検討してください。どうでしょうか。

（「わかりました」の声あり）

終わります。

○副委員長（国忠崇史君） 商工費について、ほかに御発言ございませんか。渡辺英次委員。

○委員（渡辺英次君） ただいまの大西委員のほうから６次産業化の推進事業ということで質問が

ありまして、おおよその質問事項に対して今答弁いただきましたので、ほぼ質問することはな
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くなってしまったんですが、今の大西委員からお話があったと私も同じ趣旨を持っていまして、

基本的に今回26年度から新規事業ということで始まったんですけれども、予算額で80万円見込

みがあった中で、利用実績が２件で27万円の補助ということで、本来であれば、市民側の誘導

している事業であれば、もっと皆さん飛びついて使いたいとなるのが本来の事業なのかなと思

うんですけれども、なかなか使われなかったという部分を踏まえると、やっぱり利用しづらい

とか、そういった要因があるのかなと思います。

それで、今質問しようと思っていた中で、対象者についてということだったんですけれども、

今部長のほうから答弁がありましたが、あくまでもその農業者、もしくは農業団体に限るとい

うお話がありましたが、場合によっては、例えば任意団体で組んでいる方も、士別の特産品を

つくろうという企画も出すかもしれませんので、例えば、その予算枠はいっぱい使われている

んであればしようがないんですけれども、使われていない部分もあるので、今最後に御答弁の

中で、早急に検討するという部長の言葉があったので、それも含めて今後検討いただければと

思います。答弁要らないです。ありがとうございます。

○副委員長（国忠崇史君） それでは、商工費について、まだほかに御発言ございませんか。十河

剛志委員。

○委員（十河剛志君） 私は、商工費の中の観光誘致宣伝事業について質問いたします。

観光誘致宣伝事業の中の広域連携観光創出事業で、最北ＩＣのあるまち士別・剣淵へようこ

そスタンプラリーの実行委員会へ260万拠出しておりますが、この事業の目的と内容を教えて

いただけますか。

○副委員長（国忠崇史君） 小林商工労働観光課主査。

○商工労働観光課主査（小林真二君） お答えいたします。

最北インターチェンジのあるまち士別・剣淵へようこそスタンプラリーの開催目的でござい

ますが、日本最北のインターチェンジ、士別・剣淵のあるサフォークランド士別と絵本の里け

んぶちへ、このキャンペーンを通して両地域への集客を図り、地域の活性化と観光振興を図る

ことを目的としております。

次に、平成26年度のスタンプラリーの開催内容といたしましては、開催期間を夏季と冬季の

２回に分けて実施いたしました。各参加店対象イベント会場で設置しているチラシにスタンプ

を押印し、獲得したスタンプ数に応じて、士別・剣淵町両市町の特産品のプレゼントに応募が

できるという内容でございます。参加店については、士別市の参加店23店、剣淵町の参加店12

店の計35店が参加しており、加えて、士別・剣淵両市町で期間中に開催される観光イベントな

どもスタンプラリーの対象としております。平成26年度の対象イベントは、士別市ではハーフ

マラソン大会、少年サッカー大会、岩尾内湖水まつり、天塩川まつり、産業フェア、しべつ雪

まつりなどの９つのイベントであり、剣淵町については７つのイベントが対象となりました。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 十河委員。
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○委員（十河剛志君） この事業は７年ぐらい前から行っていると思うんですけれども、昨年は夏

と冬２回行っており、内容は毎回工夫され実施しております。ちょっと古い記事なんですが、

ちょっと紹介させていただきますと、2009年の最北ＩＣキャンペーンの記事ですが、ＥＴＣ登

載車の高速料金が土日祝日、上限1,000円になったのを機に、７月にスタート、特産品ラム肉

の料理を提供するレストランやホテルなど市内30店が参加している。実行委員会のまとめによ

ると、７月中にカード提示で特典を受けた人の６割が市外在住者、参加店で押印を受けると商

品が当たるスタンプラリーも札幌からの応募が７月受付分で約70件の半数以上を占め、狙いど

おり遠方からの集客に結びついているという記事がありました。

これだけいろいろ、このキャンペーンには知恵を絞ってやっているんですが、ひとつ残念な

点もあるんです。それが、昨年冬も初めて行われたんですけれども、その中で、これがパンフ

レットなんですけれども、お勧めスポット、１、２、３、士別３カ所、剣淵３カ所あるんです

けれども、スノーモービルランドin士別がこの中に、お勧めスポットで入っているんですけれ

ども、その中でラリーの参加店には入っていないんですよね。これはちょっと愚痴なんですけ

れども、一応、できればお勧めスポットで紹介されれば、やっぱりその押印する場所として設

定していただきたいということも、ちょっと愚痴として言わせていただきたいと思います。

この事業は、観光雑誌社、メディアでもキャンペーンにあわせて士別や剣淵のイベントを逐

次紹介しております。大変いい宣伝効果があると思っております。過去３年の実績と今年の実

績、また、キャンペーンの成果などについてお答え願います。

○副委員長（国忠崇史君） 小林主査。

○商工労働観光課主査（小林真二君） お答えいたします。

過去３年の実績につきましては、応募者数で平成24年度が4,185人、平成25年度が4,096人、

平成26年度が3,289人となっております。また、今年の実績につきましては、4,825人の応募者

数となっております。成果につきましては、チラシをラリー参加店のほか、近郊の道の駅、そ

のほか旭川空港、道央道砂川サービスエリア及びＪＲ旭川駅に設置し、広くＰＲを行ったほか、

ラジオＣＭを60本、あわせてラジオ番組内でパーソナリティーとの掛け合いの中でＰＲを行う

ことができるパブリシティーとして、このスタンプラリーと士別・剣淵の両市町で行われるイ

ベントのＰＲができたことも全道に広くＰＲできたと考えており、平成26年度の応募者の居住

地を見ても、旭川市と札幌市居住の応募者が全体の25.3％、更に道外在住者の応募者が全体の

10％を占めるなど、両市町への訪問者、町の活性化、観光の振興に寄与していると考えており

ます。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 十河委員。

○委員（十河剛志君） はい、ありがとうございます。

このように、一定の成果も上げられ、観光としての核とした地域づくりの目的に、各市町村

を初め、各産業、各企業と連携しながらやる、このような事業の取り組みを進めていく観光振
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興がこれからも必要だと考えております。

この成果を一過性で終わらせることがなく、このまま続けていっていただきたいと思うんで

すけれども、今回のキャンペーンチラシは、道の駅や空港、駅、参加店など多くの場所に置か

れておられます。ただ、キャンペーンが終わると同時に、そのスペースは、その場所によって

違うと思いますけれども、あいたままになっていたりしております。

そこで、士別の観光パンフレットを、このキャンペーンが終わったら、次士別の観光パンフ

レットを置いて、そのキャンペーンチラシと同じような場所、駅、空港、そしてまた、参加店

などに置いていただいて士別のＰＲを続けていただくような仕組みにはならないのかお答え願

います。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えいたします。

今回のスタンプラリーのチラシにつきましては、今お話のありましたとおり、士別・剣淵の

両市町の参加店、そして旭川、当麻、名寄、美深などの近郊の道の駅、空港、ＪＲ旭川駅、高

速道路のサービスエリアなどに設置をしております。通常でいきますと、観光パンフレット、

そしていろいろなイベントを開催している時期については、両方を一緒に配架していただける

スペースがあるところについては両方という形のほうがよろしいかと思いますが、今お話のあ

るとおり、場所的に少ない場合につきましては、こういったイベントがあって、イベントが終

わって、そのチラシを外すときにはタイムラグのないように、観光パンフレットのほうを引き

続き設置できるように、各それぞれの施設のほうにしっかりと依頼をしていきたいというふう

に考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 十河委員。

○委員（十河剛志君） はい、ありがとうございます。ぜひＰＲを続けていただきたいと思います。

それで、今ここにパンフレットがあったはずなんですが、今、この観光パンフレットがある

んですけれども、これが羊飼いの家が古いままになっている状態になっています。今後、早い

うちにリニューアルした羊飼いの家の写真が入ったパンフレットをつくったほうがいいんでは

ないかと思うんですけれども、パンフレットの更新についてお考えをお聞かせください。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えをいたします。

現行の観光パンフレットにつきましては、十河委員お話のとおり、本年度改修リニューアル

をいたしました羊飼いの家、本市の主要観光施設でありますけれども、このリニューアルした

というものが昔のままになったパンフレットが最新のものでありますけれども、そういった主

要観光施設がリニューアルされたということとあわせまして、現行の観光パンフレットの残部

数が残りわずかということになっているということもあわせまして、28年度に更新をしなけれ

ばいけないと考えております。
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また、あわせまして更新に当たりましては、これから以降も新たな観光施設の建設や改修な

ど載せる内容についても、その都度変わることも想定されますから、一遍に何万部という形の

中で部数を作成するという形ではなくて、インターネット、ホームページなどを通じて閲覧、

そして、その出力して使えるような形のパンフレットとなるような検討もあわせて実施をして

いきたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 十河委員。

○委員（十河剛志君） はい、ありがとうございます。

最近、私の勤めているゴルフ場に、夏場ぶらりと地方のお客さん、本州のお客さんなんです

けれども結構訪れております。今年の実績で申しますと、６月で35名、７月で54名、そして８

月で80名、そして、この方たちは、ほとんどが予約なしで、朝ぶらりとゴルフ場に登場して、

回れますかという形で来る方が多いです。そして、朝私が勤務しておりますので、そのときに

お話しさせていただきますと、ほとんどの方がやっぱりキャンピングカーとかワゴン車などを

使って、目的が余りなく、ぶらりというか、稚内に行く途中なんですよとか、紋別から来たん

ですよとか、これから富良野に行きたいんですけれどもと、そういう観光客が多いんですよね。

その方たちの年齢が、利用税の関係もあって年齢は確認するんですけれども、ほとんどが65歳

以上で、70歳前後、前の人が多いんですけれども、俗に言う、団塊の世代の方たちが多く訪れ

ています。そういう方たちが結構時間を持て余してと言ったら変ですけれども、時間を自由に

使っていろいろなところを回りたいと。それで士別のことを教えてあげますと、結構喜んでそ

の場所に行くという状況もありますので、結構そういう方が多いと思うんですよ。わざわざ士

別に来たんじゃなくて、士別を通過という形で来ても、やっぱりコンビニとか、食堂とか、温

泉とかという施設には寄る場合が多いと思うんですよね。

だから、そういうところにパンフレット、今新しくつくると言っておられましたけれども、

観光パンフレットを置いて、やっぱり時間がある方にはいろいろな場所の士別を見てもらうと。

そして、観光していってもらうということをしたらいかがかなと思うんで、それで、新しくつ

くったパンフレットの設置場所、先ほどＩＣキャンペーンのところにも置いてもらうように、

継続して置いてもらうように頼むという話でしたけれども、それにプラス、やっぱり市内のホ

テルとか飲食店、普通の商店、ましてやコンビニが一番寄るんではないかなと思いますので、

その辺、部数は少なくても構わないんで、置いてもらうことはできないのかと思いますが、い

かがでしょうか。

○副委員長（国忠崇史君） 徳竹主幹。

○商工労働観光課主幹（徳竹貴之君） お答えいたします。

ただいま十河委員お話のとおり、今後につきましては、これまで設置をしております各観光

施設等に加えまして、市内宿泊施設、各飲食店、商店、そしてコンビニ、また、それ以外にも

ガソリンスタンドですとか、観光協会等とも、関係機関とも協議をしながら広く、少しでも皆
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さんの目にとまる場所に設置をさせていただきながら、広くひつじのまち士別をＰＲするよう

にしてまいりたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（国忠崇史君） 十河委員。

○委員（十河剛志君） はい、ありがとうございます。

質問は以上なんですけれども、その観光パンフレットですね、多くの場所に置いて、士別に

来られる方の目につくところに置いていただき、観光客や合宿の人たちもそれを見て士別って

こういうものがあるんだというのも発見してもらいたいと思います。

そして、置いた店にとっては、パンフレットが置いてあれば、やっぱりその中を確認すると

思いますし、その店の方が士別をまた再発見する、やっぱり来た方に聞かれたときにスムーズ

に答えられるんではないかなと思います。それが士別市の観光客に対するおもてなしにつなが

るんではないかなと思いますので、進めていっていただきたいと思います。

以上で終わります。

────────────────────────────────────────

○副委員長（国忠崇史君） 以上で本日の日程は終了いたしました。

本日は、これをもって散会いたします。

なお、明日は午前10時から本議場において委員会を開きますので、御参集願います。

御苦労さまでした。

（午後 ３時５８分閉議）


